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第１ 職員数の状況

１ 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

区分 職 員 数 対前年 主な増減理由

部門 平成28年 平成29年 増減数

議会 29 29 ±0 －

普 総務 746 754 ＋8 国際芸術家村整備推進室新設 等

一 税務 115 112 ▲3 業務の効率化 等

通 般 民生 292 285 ▲7 業務の効率化 等

行 衛生 403 420 ＋17 医療費適正化 等

会 政 労働 54 55 ＋1 欠員補充

部 農水 467 477 ＋10 新たな森林管理体制検討 等

計 門 商工 136 139 ＋3 観光マーケティング業務の増 等

土木 837 844 ＋7 道路事業業務増 等

部 計 3,079 3,115 ＋36 （参考：人口10万人当たりの職員数230.54人）

教育部門 9,281 9,221 ▲60 特別支援学級数減 等

門 警察部門 2,806 2,806 ±0 －

小 計 15,166 15,142 ▲24 （参考：人口10万人当たりの職員数1,120.68人）

会公 病 院 0 0 ±0 －

計営 水 道 72 74 ＋2 再任用職員の配置

部企 下水道 57 56 ▲1 業務の効率化 等

門業 その他 19 21 ＋2 再任用職員の配置

等 小 計 148 151 ＋3

合 計 15,314 15,293 ▲21 （参考：人口10万人当たりの職員数1,131.85人）

[16,927] [16,840] [▲87]

（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数です。

２ [ ]内は、条例定数の合計です。

３ 各年度における定員管理調査において報告した部門別職員数



２ 年齢別職員構成の状況(平成29年4月1日現在)

（単位：人）

区 分 20歳 20～ 24～ 28～ 32～ 36～ 40～ 44～ 48～ 52～ 56～ 60歳 合計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 66 607 1,805 1,984 1,385 1,083 1,172 1,256 1,464 1,904 2,248 319 15,293

３ 職員数の推移

（単位：人）

部門別 年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 過去5年間の増減率(％)

一般行政 3,084 3,044 3,024 3,069 3,079 3,115 31（ 1.0％）

教 育 9,648 9,546 9,550 9,403 9,281 9,221 ▲427（ ▲4.4％）

警 察 2,750 2,718 2,773 2,783 2,806 2,806 56（ 2.0％）

普通会計計 15,482 15,308 15,347 15,255 15,166 15,142 ▲340（ ▲2.1％）

公営企業会計計 1,392 1,425 362 357 148 151 ▲1,241（▲89.1％）

総 合 計 16,874 16,733 15,709 15,612 15,314 15,293 ▲1,581（▲ 9.3％）

（注）各年度における定員管理調査において報告した部門別職員数



第２ 給与について

１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率 (参考)

(平成29年1月1日) Ａ ※ Ｂ Ｂ／Ａ 27年度の人件費率

28年度 人 千円 千円 千円 ％ ％

1,355,413 486,336,035 1,804,058 147,347,382 30.3 29.6

（注）人件費とは、一般職・特別職に支給される給与、退職手当、共済負担金、災害補償費等

です。

（参考）※人件費の内訳 一般行政部門 26,905,466千円（ 5.5％）

警察部門 24,664,633千円（ 5.1％）

教育部門 95,777,283千円（19.7％）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり (参考)都道府県平均

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

28年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

15,142 66,565,634 14,573,335 26,370,084 107,509,053 7,100

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。

２ 職員数は、平成２８年４月１日現在の人数です。

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が

含まれていますが、職員数には当該職員を含んでいません。

（その他）

上記のほか、知事等特別職を含む職員の給料等について、以下の率で減額を行って

います。

・平成２９年４月～平成３０年３月‥０．５％～１０％

（※給与減額については、平成１５年度から実施）

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）



（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた

め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給

表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

２ 平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措

置がないとした場合の値です。

※平成２８年４月１日のラスパイレス指数が①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、

②３年連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

①ラスパイレス指数が100を超えている理由

奈良県は県外就業率が高く（全国１位）、人材確保のうえでも近隣府県との均衡を図る必

要があることから、初任給基準が国を上回っているため

(4) 給与改定の状況

ア 月例給

人事委員会の勧告 (参考)

区 分 民間給与Ａ 公務員給与Ｂ 較差Ａ－Ｂ 勧告(改定率) 給与改定率 国の改定率

29年度 371,899円 1,217 円（0.33 ％）

29年度(減 373,116円 370,825円 2,291 円（0.62 ％） 0.2% 0.2%
額措置後)

（注）１ 「民間給与」及び「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額を

ラスパイレス比較した平均給与月額です。

２ 「減額措置後」とは、本県独自の給与減額による給料等の減額後の額です。

イ 特別給（期末・勤勉手当）

人事委員会の勧告 (参考)

区 分 民間の支給 公務員の 較差 勧告 年間支給月数 国の年間

割合 Ａ 支給月数 Ｂ Ａ－Ｂ （改定月数） 支給月数

29年度 月 月 月 月 月 月

4.40 4.30 △0.10 0.10 4.40

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員

の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び

地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、平均２％の引下げを行った国家公務員の俸給表に準じて

引下げ。

激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施



②地域手当の見直し

（支給割合）下記のとおり。

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げる。

（参考）

③その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施

（平成２７年４月１日）

(6) 特記事項

なし

４月１日時点 遡及改定後

国基準 18% 18% 18.5% 20%
奈良県 14% 14% 14.5% 14.5%
国基準 10% 10% 10% 10%
奈良県 5% 5% 5.5% 5.5%
国基準 12% 12% 12% 12%
奈良県 4% 4% 4.5% 4.5%
国基準 6% 6% 6% 6%

奈良県 4% 4% 4.5% 4.5%

国基準 3% 4% 5% 6%
奈良県 3% 3% 3.5% 4%
国基準 3% 3% 3% 3%
奈良県 3% 3% 3.5% 3.5%
国基準 0% 0% 0% 0%
奈良県 3% 3% 3.5% 3.5%
国基準 15% 15% 15.5% 16%
奈良県 15% 15% 15.5% 16%

医師

平成２８年度の
支給割合

平成２６年度の
支給割合市町村名 支給割合

東京

奈良・大和郡山市

平成２７年度の支給割合

天理市

大和高田・橿原・生駒市

香芝・葛城市、生駒・北葛城郡

桜井・御所・宇陀市、磯城郡

五條市、曽爾・御杖村、
山辺・高市・吉野郡



２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２９年４月１日

現在）

ア 一般行政職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国比較ベース）

奈良県 42.9 歳 324,389 円 410,651 円 368,945 円

国 歳 円 ― 円

都道府県平均 歳 円 円 円

イ 技能労務職

公 務 員 民 間 参 考

区 分 平均年齢 職員数 平均給料月額 平 均 給 与 月 平均給与月額 対応する 平均年齢 平 均 給 与 月 Ａ／Ｂ

額（Ａ） （国ベース） 民間の類 額（Ｂ）

似職種

奈良県 52.5 歳 78 人 313,242 円 372,338 円 349,505 円 ― ― ― ―

う ち 学 校 給 59.8 歳 3 人 332,976 円 360,057 円 358,052 円 調理士 歳 円

食員

うち守衛 * 歳 1 人 * 円 * 円 * 円 守 衛 歳 円

うち用務員 54.4 歳 7 人 327,823 円 379,339 円 369,315 円 用務員 歳 円

その他 51.9 歳 67 人 310,518 円 372,225 円 346,896 円 ― ― ― ―

国 歳 人 円 ― 円 ― ― ― ―

都道府県平均 歳 人 円 円 円 ― ― ― ―

※個人情報保護の観点から、対象となる職員が１人の場合は「アスタリスク(*)」としています。

参 考

区 分 年収ベース（試算値）の比較

公 務 員 民 間 Ｃ／Ｄ

（Ｃ） （Ｄ）

奈良県 5,733,164 円 ― ―

う ち 学 校 給 5,844,763 円 円

食員

うち守衛 5,984,342 円 円

うち用務員 5,634,082 円 円

その他 5,741,646 円 ― ―

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍し

たものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間におい

ては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。



ウ 高等（特別支援）学校教育職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

奈良県 45.8 歳 375,125 円 428,685 円

都道府県平均 歳 円 円

エ 小・中学校教育職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

奈良県 41.2 歳 342,445 円 391,140 円

都道府県平均 歳 円 円

オ 警察職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国比較ベース）

奈良県 38.1 歳 310,605 円 434,983 円 348,308 円

国 歳 円 ― 円

都道府県平均 歳 円 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平

均です。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

いて明らかにされているものです。

また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間

外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

(2) 職 員 の 初 任 給 の 状 況 （ 平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

区 分 奈 良 県 国

一 般 行 政 職 大 学 卒 184,800 円 総 合 職 182,700円

一 般 職 178,200円

高 校 卒 150,500 円 一 般 職 146,100円

技 能 労 務 職 高 校 卒 141,450 円 －

中 学 卒 127,900 円 －

高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 206,400 円 －

短 大 卒 181,200 円 －

小 ・ 中 学 校 教 育 職 大 学 卒 206,400 円 －

短 大 卒 183,900 円 －

警 察 職 大 学 卒 204,100 円 206,900円

高 校 卒 171,600 円 168,400円



(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２９年４月１日現在）

区 分 経 験 年 数 10年 経 験 年 数 20年 経 験 年 数 2 5 年 経 験 年 数 3 0 年

一般行政職 大 学 卒 265,941 円 358,197 円 376,986 円 393,922 円

高 校 卒 216,928 円 302,685 円 352,626 円 375,091 円

技能労務職 高 校 卒 （該当者なし） 286,300 円 （該当者なし） 311,251 円

中 学 卒 （該当者なし） （該当者なし） （該当者なし） 300,550 円

高等学校教 大 学 卒 297,022 円 365,188 円 389,485 円 409,558 円

育職 短 大 卒 （該当者なし） 326,900 円 363,075 円 403,500 円

小・中学校 大 学 卒 294,874 円 364,878 円 392,970 円 402,227 円

教育職 短 大 卒 263,780 円 345,662 円 368,766 円 386,440 円

警 察 職 大 学 卒 273,415 円 366,357 円 388,697 円 408,746 円

高 校 卒 248,046 円 325,355 円 376,055 円 390,692 円

３ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２９年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 最高号給の

給料月額 給料月額

人 ％ 円 円
９ 級 部長 21 0.6 457,600 526,700

人 ％ 円 円
８ 級 部次長 33 1.0 407,300 467,800

人 ％ 円 円
７ 級 本庁課長 98 2.9 361,800 444,100

本庁参事・主幹 人 ％ 円 円
６ 級 167 5.0 317,700 409,400

大規模出先の長
課長補佐 人 ％ 円 円

５ 級 434 12.9 287,100 392,200
出先の長・課長

人 ％ 円 円
４ 級 係長、主任主査 1,289 38.2 261,100 380,200

人 ％ 円 円
３ 級 主査 538 16.0 227,900 349,200

人 ％ 円 円
２ 級 主任主事 429 12.7 191,700 303,400

人 ％ 円 円
１ 級 主事 361 10.7 141,600 246,600

（注）１ 本県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
３ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。



(2) 昇給への勤務成績の反映状況

奈良県 国

平成28年4月2日から平成29年4月1日

までにおける運用 管理職員 一般職員 特定管理 一般職員

職員

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○

標準に加え、上位及び下位の区分も適用 ○ ○ ○ ○

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ 人事評価を実施していない



４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

奈 良 県 国

１人当たり平均支給額（平成２８年度） －

1,602 千円

（平成２８年度支給割合） （平成２８年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.70 月分 2.60 月分 1.70 月分

( 1.45 )月分 ( 0.80 )月分 ( 1.45 )月分 ( 0.80 )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５～２０％ ・役職加算 ５～２０％

・管理職加算１０～２０％ ・管理職加算１０～２５％

（注）( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

奈良県 国

平成28年度中における運用

管理職員 一般職員 特定管理 一般職員

職員

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用 ○ ○ ○ ○

標準に加え、上位の成績率も適用

標準に加え、下位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用

ロ 人事評価を実施していない

(2) 退職手当（平成２９年４月１日現在）

奈 良 県 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 20.445 月分 25.55625 月分 勤 続 2 0 年 20.445 月分 25.55625 月分

勤 続 2 5 年 29.145 月分 34.5825 月分 勤 続 2 5 年 29.145 月分 34.5825 月分

勤 続 3 5 年 41.325 月分 49.59 月分 勤 続 3 5 年 41.325 月分 49.59 月分

最高限度額 49.59 月分 49.59 月分 最高限度額 49.59 月分 49.59 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2%～30%加算） （2%～45%加算）

1人当たり平均支給額 5,440千円 22,322千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２８年度に退職した職員に支給された平均額です。



(3) 地域手当（平成２９年４月１日現在）

支 給 実 績（平成２８年度決算） 3,172,465 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 209,183 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 15 ％ 15 人 20 ％

( 14 ％) ( 1 人)

天理市 5 ％ 506 人 12 ％

( 4 ％) ( 74 人)

奈良市 6 ％ 5,532 人 10 ％

大和郡山市 ( 5 ％) ( 768人)

［4.5 ％］ ［ 16 人］

奈良市（平成17年3月31日 6 ％ 35 人 10 ％

に お い て 添 上 郡 月 ヶ 瀬 村 ( 5 ％) ( 8 人)

又 は 山 辺 郡 都 祁 村 で あ っ

た区域に限る。）

大和高田市又は橿原市 5 ％ 1,490 人 6 ％

( 4 ％) ( 345 人)

生駒市 5 ％ 611 人 6 ％

( 4 ％) ( 127 人)

香 芝 市 ､城市 ､生駒 郡平 5 ％ 1,937 人 6 ％

群 町 ､同 郡三郷 町 ､同 郡斑 (3 ％) ( 68 人)

鳩 町 ､同 郡安堵 町 ､北 葛城

郡 上 牧町 ､同郡 王寺町 ､同

郡広陵町、同郡河合町

桜 井 市 ､御所市 ､宇陀 市、 4 ％ 1,335人 3 ％

磯 城 郡 川 西 町 、 同 郡 三 宅 ( 3 ％) ( 313 人)

町、同郡田原本町

上記以外の地域 4 ％ 1,164 人 0 ％

( 3 ％) ( 270 人)

医師 16 ％ 22 人 16 ％

平 均 支 給 率 5.1 ％ 7.1 ％

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数） ( )

（注）１ 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮

定した場合の加重平均の支給率です。

２ 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地

方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

［補正後のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）

／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。］

３ 「支給対象職員」及び「支給率」の欄の（ ）内は、平成２７年４月１日実施の給与制度

の総合的見直しに伴い給与水準が平均２％程度引き下げられたことにより、同年３月３１日

時点における給料の額を支給するため、経過措置が適用されている職員等を表しています。



また、［ ］内は、平成２１年４月１日に実施した技能労務職の給与水準引き下げにより、

同年３月３１日時点における給料を支給するための経過措置が適用されている職員を表して

います。

４ 本県は、異動保障は行っていません。

(4) 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

支給実績（平成２８年度決算） 982,356 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 234,285 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度） 27.6 ％

手当の種類（手当数） 33 種類

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価

（H28年度決算）

県 税 事 務 に 従 事 す る 県税事務所等に勤務する職員が、徴収金 千円 日額400円～800円

職員の特殊勤務手当 の賦課徴収及び過料の徴収に関する業務 7,861

に従事したとき。

社 会 福 祉 業 務 に 従 事 福祉事務所等に勤務する職員が、福祉に 千円 日額300円～500円

す る 職 員 の 特 殊 勤 務 関する業務に従事したとき。 7,766 月額10,200円

手当

精 神 保 健 に 関 す る 業 精神保健指定医の診察への立会い、入院 千円 日額300円

務 に 従 事 す る 職 員 の させる精神障害者の移送、精神保健に関 137

特殊勤務手当 する相談、指導等に従事した職員

職 業 訓 練 事 業 に 従 事 高等技術専門校に勤務する職業訓練指導 千円 月額

す る 職 員 の 特 殊 勤 務 員が、職業訓練に従事したとき。 2,626 給料月額の5/100

手当 (管理職手当受給者は3

/100)

防 疫 作 業 に 従 事 す る 防疫作業に従事する職員が、感染症の病 千円 日額300円

職員の特殊勤務手当 原体を保有し、もしくは保有している疑 640

いのある者の救護もしくは当該感染症に

汚染され、もしくは汚染された疑いがあ

る物件の処理作業等に従事したとき。

放 射 線 取 扱 作 業 に 従 病院勤務以外の診療放射線技師及び診療 千円 日額300円～400円

事 す る 職 員 の 特 殊 勤 エックス線技師等が、エックス線その他 0

務手当 の放射線の照射作業に従事したとき等

多学年学級担当手当 教育職員が、２又は３学年の児童又は生 千円 日額290円～350円

徒で編成されている学級における授業又 183

は指導に従事したとき。

兼務手当 昼間授業を本務として担当する教育職員 千円 １時間1,300円

が夜間授業を行ったとき、又は夜間授業 35

を本務として担当する教育職員が昼間授

業のうち午前の授業を行ったとき。

教員特殊業務手当 教育職員が、非常災害時における児童も 千円 日額3,000円

しくは生徒の保護又は緊急の防災もしく 502,079 ～12,800円

は復旧の業務等に従事したとき。



手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価

（H28年度決算）

教 育 業 務 連 絡 指 導 手 教育職員のうち、それぞれ学校に置かれ 千円 日額200円

当 る教務その他の教育に関する業務につい 49,339

ての連絡調整、及び助言指導等にあたる

主任等で、その職務が困難であるものを

担当する職員が、当該担当業務に従事し

たとき。

夜間学級担当手当 中学校における二部授業による夜間学級 千円 月額

を本務として担当する教育職員が、当該 9,683 給料月額の10/100

学級における授業に従事したとき。

特 地 公 署 等 に 勤 務 す (1)生活の著しく不便な地に所在する公 千円 (1)月額

る 職 員 の 特 殊 勤 務 手 署等に勤務する職員 105,924 (給料＋扶養手当)×4/

当 100～ 25/ 1 0 0 )－ (当該

特地公署の地域手当率

による地域手当の額)

(2) 特地勤務に準ずる手当 (2)月額

住居を移転して、特地公署又は準特地 ５年目まで

公署に赴任したとき。 (給料＋扶養手当)×4

/100

６年目

(給料＋扶養手当)×2

/100

高 所 作 業 に 従 事 す る 職員が、水面上又は床面上おおむね10ｍ 千円 日額370円

職員の特殊勤務手当 以上の足場の不安定な箇所で、測量、調 1,474

査、監督、保守点検又は営繕の作業に従

事したとき。

診 療 業 務 に 従 事 す る 保健所等（病院を除く。）に勤務する医 千円 日額500円

職員の特殊勤務手当 師が、患者に接して診療業務に従事した 49

とき。

結 核 患 者 の 訪 問 指 導 保健所に勤務する保健師が、結核患者を 千円 日額300円

に 従 事 す る 職 員 の 特 訪問し、保健指導に従事したとき。 150

殊勤務手当

と 畜 検 査 業 務 に 従 事 と畜検査員が、獣畜のとさつ又は解体の 千円 日額300円

す る 職 員 の 特 殊 勤 務 検査に従事したとき。 0

手当

農 業 の 教 育 指 導 に 従 農業大学校に勤務する職員が、実習を伴 千円 月額

事 す る 職 員 の 特 殊 勤 う農業に関する科目を担当して教育指導 1,924 給 料 月 額 の 7/ 1 0 0（ 上

務手当 に従事したとき。 限22,000円）

(管理職手当受給者は1

/100)

坑 内 作 業 に 従 事 す る 職員が、管きょ内又は掘削中のトンネル 千円 日額370円～530円

職員の特殊勤務手当 坑内で、測量、調査、監督又は保守点検 2

の業務に従事したとき。



手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価

（H28年度決算）

警 察 職 員 の 特 殊 勤 務 警察職員が次の業務に従事したとき。 千円 (1)日額560円～970円

手当 (1)犯罪捜査作業（主として私服員の従 279,185

事する犯罪予防及び捜査並びに被疑者逮

捕作業）

(2)犯罪鑑識作業 (2)日額280円～560円

(3)警ら作業 (3)日額340円

(4)交通取締用自動車その他特殊自動車 (4)日額420円～560円

の運転作業

(5)被疑者看守作業 (5)日額290円

(6)交通警察作業 (6)日額310円～840円

(7)死体取扱作業 (7)死体１体につき

1,600円～3,200円

(8)深夜 (午後 10時から翌日の午前5時ま (8)1回410円～1,100円

での間)における警備等の作業

(9)街頭における青少年補導作業 (9)日額380円

(10)爆発物処理作業 (10)１回5,200円

(11)特殊危険物質等処理作業 (11)日額250円

～4,600円

(12)呼び出しによる夜間緊急事件事故処 (12)１回1,240円

理作業

(13)山岳遭難及び水難救助作業又は災害 (13)日額500円

救助作業 ～1,680円

(14)身辺警護等作業 (14)日額640円

～1,150円

(15)銃器犯罪捜査作業 (15)日額820円

～1,640円

(16)潜水作業 (潜水器具を着用して行う (16)１時間310円

作業に限る。) ～1,500円

狂 犬 病 予 防 作 業 等 に 職員が、狂犬病予防等のため、予防注射、 千円 日額700円

従 事 す る 職 員 の 特 殊 検診又は野犬の捕獲若しくは処分等の作 1,169

勤務手当 業に従事したとき。

毒 物 又 は 劇 物 等 の 取 職員が、試験、研究、検査又は農作物等 千円 日額300円

扱 作 業 に 従 事 す る 職 の病害虫防除等のため、毒物又は劇物を 1,447

員の特殊勤務手当 取り扱う作業に従事したとき。

用 地 取 得 等 の 交 渉 業 土木事務所等に勤務する職員が、庁舎外 千円 日額300円～1,100円

務 に 従 事 す る 職 員 の において用地の取得のための交渉又は知 5,109

特殊勤務手当 事が管理する土地の境界の確定のための

交渉のうち困難な業務に従事したとき。

し 尿 処 理 施 設 の 検 査 環境衛生指導員等が、し尿処理施設又は 千円 日額300円～500円

業 務 等 に 従 事 す る 職 浄化槽の立入検査業務、産業廃棄物の最 310

員の特殊勤務手当 終処分場の立入検査等の業務に従事した

とき。



手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価

（H28年度決算）

消 防 訓 練 指 導 に 従 事 消防学校に勤務する職員が、救助訓練等 千円 日額370円

す る 職 員 の 特 殊 勤 務 の指導に従事したとき。 281

手当

埋 蔵 文 化 財 の 発 掘 調 橿原考古学研究所に勤務する職員が、埋 千円 日額300円

査 作 業 に 従 事 す る 職 蔵 文 化 財 の 発 掘 調 査 作 業 に 従 事 し た と 489

員の特殊勤務手当 き。

家 畜 保 健 衛 生 業 務 、 (1)家畜保健衛生所に勤務し、家畜保健 千円 (1)月額14,000円

食 品 衛 生 監 視 業 務 等 衛生所法第３条に規定する業務に従事し 5,368

に 従 事 す る 職 員 の 特 た獣医師及び家畜防疫員

殊勤務手当 (2)保健所又は食品衛生検査所に勤務し、 (2)日額700円

立入検査等の監視業務に従事した食品衛

生監視員及び環境衛生監視員

(3)家畜保健衛生所に勤務する獣医師及 (3)日額800円

び家畜防疫員が、牛海綿状脳症の検査の

ための牛の死体の解体作業に従事したと

き。

航 空 業 務 に 従 事 す る 職員が次の業務に従事したとき。 千円

職員の特殊勤務手当 (1)航空機の操縦業務 3,727 (1)1時間5,100円

(2)航空機に搭乗して行う捜索救難等の ～6,630円

業務 (2)1時間1,900円

～2,470円

(3)航空機の整備業務 (3)日額1,040円

(4)(2)の業務のため、飛行中の回転翼航 (4)日額870円

空機から降下したとき。

災 害 応 急 作 業 等 に 従 土木事務所等に勤務する職員が、正規の 千円 勤務１回730円

事 す る 職 員 の 特 殊 勤 勤務時間以外の時間に、河川又は道路に 58

務手当 おいて豪雨等異常な自然現象により重大

な災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合に行う巡回監視、応急作業等に

従事したとき。

文 化 財 建 造 物 の 解 体 文化財保存事務所に勤務する職員が、足 千円 日額300円

修 理 作 業 に 従 事 す る 場の不安定な箇所で文化財である建造物 0

職員の特殊勤務手当 を測量、調査、解体又は修理の作業に従

事したとき（高所作業に従事する職員の

特殊勤務手当との併給禁止）。

麻 薬 取 締 業 務 等 に 従 薬務課に勤務する職員が、麻薬及び向精 千円 日額700円

事 す る 職 員 の 特 殊 勤 神薬取締法第54条第２項に規定する麻薬 3

務手当 取締員としての業務又は同条第５項の規

定による司法警察員としての捜査等の業

務（事務的作業を除く。）若しくはけん

銃訓練に従事したとき。



手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価

（H28年度決算）

道路上作業手当 技能労務職員が、著しく危険又は不快を 千円 日額300円

伴う道路の維持修繕の作業等に従事した 1,063

とき。

家 畜 等 飼 育 管 理 作 業 うだ・アニマルパーク振興室及び畜産技 千円 日額350円

手当 術センターに勤務する技能労務職員が、 450

常例として相当量の家畜及び家きんのふ

ん 尿 を 直 接 処 理 す る 作 業 に 従 事 し た と

き。

福 島 原 発 周 辺 区 域 内 職員が次の区域において業務に従事した 千円 (1)①

作業手当 とき 0 １．

(1)原発敷地内 日額40,000円

①免震重要棟外 ２．

１．原子炉建屋内（福島第一原発１号 日額20,000円

機から４号機） ３．

２．故障した設備等を現場で確認する 日額13,300円

作業 ②

３．上記１・２以外 日額3,300円

②免震重要棟内 (2)

①（※）

(2)警戒区域 日額6,600円

（帰還困難区域、居住制限区域又は避 ②

難指示解除 日額1,330円

準備区域とされた区域以外の区域） (3)

①屋外 ②屋内 ①（※）

日 額 6, 6 0 0円

(3)帰還困難区域

①屋外 ②屋内 ②

日額1,330円

(4)居住制限区域 (4)

①屋外 ②屋内 ①（※）

日額3,300円

(5)計画的避難区域 ②

①屋外 ②屋内 日額600円

(5)

①（※）

日額5,000円

②

日額1,000円

※１日の作業時間が４

時 間 に 満 た な い 場 合

は、手当額に60/100を

乗じた額



(5) 時間外勤務手当

支給実績（平成２８年度決算） 2,432,126 千円

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 568 千円

支給実績（平成２７年度決算） 2,414,846 千円

職員１人当たり平均支給年額（27年度決算） 542 千円

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２８年度決算）」と

同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の

支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。



(6) その他の手当（平成２９年４月１日現在）

国の制度 国の制度と 支給実績
支給職員１人当た

手 当 名 内容及び支給単価
との異同 異なる内容 （28年度決算）

り平均支給年額

（28年度決算）

扶養手当 ・配偶者 10,000円 同じ 千円 円

・子 8,000円 1,628,476 238,640

・その他の扶養家族

6,500円

・ 配 偶 者 が な い 場 合 の

１人目の子10,000円

・特定年齢加算額

5,000円

住居手当 ・借間・借家の場合 同じ 千円 円

上限額27,000円 872,662 332,063

・自宅の場合 なし

初任給調整手 ・ 医 師 の う ち 採 用 に よ 一部異な 国では、獣 千円 円

当 る 欠 員 の 補 充 が 困 難 と る 医師に対す 42,201 1,082,077

認められる職の場合 る初任給調

38,300円～413,800円 整手当は支

・ 医 学 又 は 歯 学 に 関 す 給しない

る 専 門 的 知 識 を 必 要 と

し 、 か つ 、 採 用 に よ る

欠 員 の 補 充 が 困 難 と 認

められる職の場合

17,200円～50,600円

・ 獣 医 師 の う ち 採 用 に

よ る 欠 員 の 補 充 が 困 難

と認められる職の場合

3,000円～30,000円

通勤手当 ・交通機関の利用者 一部異な 国では、自 千円 円

通 勤 定 期 券 又 は 回 数 る 動車等の使 1,772,902 132,702

券等相当額 用者は距離

・自動車等の使用者 区分に応じ

距離区分に応じ 2,000円～

3,100円～37,500円 31,600円

単身赴任手当 公 署 を 異 に す る 異 動 等 同じ 千円 円

に 伴 い 転 居 し 、 や む を 41,756 393,925

得 な い 事 情 に よ り 同 居

し て い た 配 偶 者 と 別 居

し 、 単 身 で 生 活 す る こ

とを常況とする場合

30,000円＋加算額

管理職手当 管 理 又 は 監 督 の 地 位 に 同じ 千円 円

ある職員の場合 984,158 717,840

給 料 表 、 職 務 の 級 、 及

び 職 に 応 じ て 定 め ら れ

た額

定時制通信教 高等学校で定時制を置 千円 円

育手当 くもの又は通信制を行 39,180 421,290

うものの校長及び教員

の場合

給料月額の10/100(管理

職手当受給者は8/100)



国の制度 国の制度と 支給実績
支給職員１人当た

手 当 名 内容及び支給単価
との異同 異なる内容 （28年度決算）

り平均支給年額

（28年度決算）

産業教育手当 高 等 学 校 等 の 農 業 、 工 千円 円

業 実 習 等 を 担 任 す る 教 33,759 248,228

員の場合

給料月額の5/100（管理

職手当受給者は3/100）

義務教育等教 小 中 学 校 等 に 勤 務 す る 千円 円

員特別手当 教員の場合 605,513 70,335

2,900円～8,000円

農林業普及指 農 業 又 は 林 業 に 関 す る 千円 円

導手当 改 良 普 及 事 業 に 従 事 す 14,218 236,967

る普及指導員の場合

給 料 月 額 の 7/ 1 0 0 (上 限

額22,000円)

(管理職手当受給者は

1/100)

宿日直手当 宿 日 直 勤 務 を 命 ぜ ら れ 同じ 千円 円

た場合 480,099 347,898

勤務様態に応じ4,200円

～21,000円

管理職員特別 管 理 職 手 当 支 給 対 象 職 同じ 千円 円

勤務手当 員 が 臨 時 又 は 緊 急 の 必 4,527 12,645

要 等 に よ り 週 休 日 等 に

勤務した場合

６時間以下

4,000円～12,000円

６時間超

6,000円～18,000円

週 休 日 等 以 外 の 日 に 勤

務した場合

2,000円～ 6,000円

夜間勤務手当 正 規 の 勤 務 時 間 と し て 同じ 千円 円

午 後 1 0時 か ら 翌 日 の 午 191,296 181,668

前 ５ 時 ま で の 間 に 勤 務

す る こ と を 命 ぜ ら れ た

場合

１ 時 間 当 た り の 給 与 額

×0.25×時間数

休日勤務手当 休 日 等 に お い て 正 規 の 同じ 千円 円

勤 務 時 間 中 に 勤 務 す る 567,880 448,917

ことを命ぜられた場合

１ 時 間 当 た り の 給 与 額

×1.35×時間数



５ 特別職の報酬等の状況（平成２９年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

給 知 事 １ ， ０ ９ ２ ， ６ ０ ０ 円 （ １ ， ２ １ ４ ， ０ ０ ０ 円 ）

料 副 知 事 ８ ９ ９ ， ６ ５ ０ 円 （ ９ ４ ７ ， ０ ０ ０ 円 ）

報 議 長 ８ ６ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ ９ ６ ５ ， ０ ０ ０ 円 ）

副 議 長 ７ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ ８ ４ ３ ， ０ ０ ０ 円 ）

酬 議 員 ７ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ ７ ７ ８ ， ０ ０ ０ 円 ）

（ 平 成 ２ ８ 年 度 支 給 割 合 ）

知 事 ３ ． ２ ５ 月 分

期 副 知 事 ３ ． ２ ５ 月 分

末 （ 平 成 ２ ８ 年 度 支 給 割 合 ）

手 議 長 ３ ． ２ ５ 月 分

当 副 議 長 ３ ． ２ ５ 月 分

議 員 ３ ． ２ ５ 月 分

退 （ 算 定 方 式 ） （ １ 期 の 手 当 額 ）（ 支 給 時 期 ）

職 知 事 1,214千 円 × 在 職 月 数 × 0.63 36,711,360円 （ 任 期 毎 ）

手 副 知 事 947千 円 × 在 職 月 数 × 0.45 20,455,200円 （ 任 期 毎 ）

当

（注）１ 給料の( )内は、減額措置を行う前の金額です。

２ その他の手当としては、知事及び副知事に対し地域手当（支給率４％）が支給されます。

３ 退職手当の「１期の手当額」は、平成２９年４月１日現在の条例本則の給料月額及び支

給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。



６ 公営企業職員の状況（水道事業）

(1) 職員給与費の状況

区 分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める (参考)

実質収支 職員給与費比率 27年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

28年度 千円 千円 千円 ％ ％

9,858,984 1,663,638 450,282 4.6 4.5

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費１７６，４５６千円を含まない。

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり (参考)都道府県平均

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

28年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

72 291,861 90,337 122,452 504,650 7,009

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。

２ 職員数は、平成２９年３月３１日現在の人数です。

（その他）

上記のほか、職員の給料等について、以下の率で減額を行っています。

・平成２９年４月～平成３０年３月‥０．５％～３．０％

（※給与減額については、平成１５年度から実施）

(2) 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２９年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

奈 良 県 45.3 歳 375,453 円 674,981 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

(3) 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

奈 良 県 団 体 平 均

１人当たり平均支給額（平成２８年度） １人当たり平均支給額（平成２８年度）

1,602 千円 1,701 千円

（平成２８年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.70 月分

( 1.45 )月分 ( 0.80 )月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５～２０％

・管理職加算１０～２０％

（注）( )内は、再任用職員に係る支給割合です。



イ 退職手当（平成２９年４月１日現在）

奈 良 県 団 体 平 均

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 20.445 月分 25.55625 月分

勤 続 2 5 年 29.145 月分 34.5825 月分

勤 続 3 5 年 41.325 月分 49.59 月分

最高限度額 49.59 月分 49.59 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2%～30%加算）

1人当たり平均支給額 5,440千円 22,322千円 1人当たり平均支給額 21,180千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２８年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当

（平成２９年４月１日現在）

支 給 実 績（平成２８年度決算） 15,754 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 218,804 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

奈良市又は大和郡 6 ％ 40 人 6 ％

山市 ( 5 ％) (13 人)

桜井市又は御所市 4 ％ 9 人 4 ％

( 3 ％) (10 人)

（注）１ 本県は異動保障は行っていません。

２ 「支給対象職員」及び「支給率」の欄の（ ）内は、平成２８年４月１日実施の給与

制度の総合的見直しに伴い給与水準が平均２％程度引き下げられたことにより、同年

３月３１日時点における給料の額を支給するため、経過措置が適用されている職員等

を表しています。



エ 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

支給実績（平成２８年度決算） 605 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） 17,790 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度） 47.2 ％

手当の種類（手当数） 5種類

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 支給実績 支給単価

（H28年度決算）

高 所 作 業 に 従 事 す る 職員が、地上、水面上又は床面上おおむ 千円 日額370円

職員の特殊勤務手当 ね10ｍ以上の足場の不安定な箇所で、測 26

量、調査、監督、保守点検又は営繕の作

業に従事したとき。

用 地 取 得 等 の 交 渉 業 庁舎外において用地の取得のための交渉 千円 日額300円～1,100円

務 に 従 事 す る 職 員 の 又は管理者が管理する土地の境界の確定 0

特殊勤務手当 のための交渉のうち困難な業務に従事し

たとき。

管路保守作業手当 送水管等の弁及び電気防食設備の点検、 千円 日額370円

修理又は操作の作業に従事したとき 98

坑 内 作 業 に 従 事 す る 職員が、管きょ内又は掘削中のトンネル 千円 日額370円～530円

職員の特殊勤務手当 坑内で、測量、調査、監督又は保守点検 0

の業務に従事したとき。

毒 物 又 は 劇 物 等 の 取 試験、研究、検査又は浄水業務のため、 千円 日額300円

扱 作 業 に 従 事 す る 職 毒物又は劇物を取り扱う作業に従事した 481

員の特殊勤務手当 とき。

オ 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ８ 年 度 決 算 ） 28,068 千円

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 453 千円

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ７ 年 度 決 算 ） 22,283 千円

職員１人当たり平均支給年額（27年度決算） 391 千円

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２８年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象

とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ その他の手当（平成２９年４月１日現在）

支給実績
一 般 行 職 支給職員１人当たり

手 当 名
（28年度決算）

の 制 度 と 平 均 支 給 年 額

の異同 （28年度決算）

扶 養 手 当 13,642千円 同 284,208円

住 居 手 当 3,810千円 同 317,500円

通 勤 手 当 11,561千円 同 160,563円

管 理 職 手 当 12,778千円 同 751,668円

管理職特別勤務手当 0千円 同 0円

休 日 勤 務 手 当 257千円 同 25,660円



第３ 職員の任免の状況

１ 採 用

（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（単位：人）
区分 合 計 競争試験 選 考 任期付職員 再任用職員

職種 常勤 非常勤 常勤 非常勤
一般行政職 196 132 8 10 34 12
研究職 5 2 1 1 1
医療職 18 3 13 2
福祉職
企業職
技能労務職 5 5
教育職 584 385 116 83
警察職 116 105 11

合 計 924 242 407 127 136 12

２ 退 職

（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（単位：人）
区分 合 計 定年退職 勧奨･早期 その他 任期満了

職種 任期付 再任用
常勤 非常勤 常勤 非常勤

一般行政職 187 88 30 31 2 36
研究職 5 3 1 1
医療職 17 7 5 5
福祉職 4 2 2
企業職
技能労務職 20 6 2 5 7
教育職 673 338 96 88 116 35
警察職 117 79 8 24 6

合 計 1023 523 142 151 116 48 43

第４ 勤務時間その他の勤務条件等の状況

１ 勤務時間

１週間の １日の

正規の 正規の 開始時刻 終了時刻 休憩時間 備考

勤務時間 勤務時間

１２時００分

３８時間 ７時間 ８時３０分 １７時１５分 ～
４５分 ４５分

１３時００分

（注）１ 特別の形態で勤務する必要のある職員で上記により難いものについては、所属長が

別に定めています。

２ 県立の高等学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の勤務時間については、学

校長が別に定めています。



２ 休暇制度の概要

(1) 年次有給休暇の取得状況（平成28年1月1日～平成28年12月31日）

（概要）暦年により２０日付与し、未取得分は２０日を限度として翌年へ繰り越されます。

任命権者の別 平均取得日数

知事部局等 10.00日

教育委員会 7.60日

警察 6.89日

（注）１ 知事部局等には、知事部局（病院及び大学を含みます。）、教育委員会以外の各行

政委員会事務局及び水道局を含みます。

２ 教育委員会には、県立学校、特別支援学校及び市町村立の小中学校の教職員は、

含みません。

(2) 特別休暇等の概要（平成29年4月1日現在）

区 分 付与日数

負傷又は疾病による療養のため勤務しないことがや ９０日（結核性疾患は１２月）の範囲

むを得ないと認められる場合 内

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す その都度必要と認められる期間

る法律第33条の規定による交通の制限又は遮断によ

り勤務が不可能となった場合

風水震火災その他の災害による交通の遮断により勤 その都度必要と認められる期間

務が不可能となった場合

風水震火災その他の災害により職員の現住居が滅失 １週間を超えない範囲内（連続する７

又は破壊された場合 日間）でその都度必要と認められる期

間

交通機関の事故等による不可抗力の場合 その都度必要と認められる期間

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として官公署の呼 その都度必要と認められる期間

出に応ずる場合

骨髄ドナー登録のため又は骨髄移植のため、配偶者、 その都度必要と認められる期間

父母等の近親者以外の者に骨髄液を提供するために

勤務しないことがやむを得ないと認められるとき。

職員が自発的にかつ報酬を得ないで、次の社会に貢 １年に５日の範囲内

献する活動を行う場合

ア 相当規模の災害が発生した被災地又は周辺地域での被災者支

援活動

イ 身体障害者療護施設、特別養護老人ホーム等での活動

ウ 障害、負傷又は疾病により常態として日常生活を営むのに支

障がある者の介護その他の日常生活を支援する活動

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 その都度必要と認められる期間

妊娠中の女性職員が母胎保護のために通勤による混 始業又は終業に連続して１日90分を超

雑緩和が必要と認められる場合 えない範囲

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が保健指導又 １回につき、１日の勤務時間の中で必

は健康診査を受ける場合 要と認められる期間



○妊娠満23週まで １回／４週

○妊娠満24～35週まで １回／２週

○妊娠満36週～出産 １回／１週

○出産後１年 その間に１回

職員の出産の場合 以下のいずれかの期間の中で職員が請

求した期間

ア 出産予定日より８週間前（多胎妊娠の場

合は 14週間前）の日から産後８週間を経過

する日までの期間

イ 産前の休暇を始める日から16週間（多胎

妊娠の場合は 22週間）を経過する日までの

期間

生理日に勤務することが著しく困難である場合 １回につき２日以内

職員が１歳３月未満の子を養育する場合 １日２回、１回につき30分以内

職員の婚姻の場合 ７日を超えない期間

父母、配偶者、子の祭日の場合 慣習上最小限度必要と認められる期間

忌引の場合 配偶者･･･10日 実父母 ･･･７日

子 ･･･７日 実祖父母･･･３日

など

夏季休暇 ７月から９月までの期間内において５

日の範囲内

当該年度で満40歳又は満50歳に達する職員が、旅行 ３日以内

等によりリフレッシュを図る場合

１２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間 １年で５日の範囲内

にある子の看護のため勤務しないことが相当と認め

られる場合

短期介護休暇 ６日以上の要介護状態の場合、１年で

５日の範囲内

配偶者の出産に伴い勤務しないことが相当と認めら ３日の範囲内

れる場合

配偶者が出産する場合で出産予定日より８週間前（多 ５日の範囲内

胎妊娠の場合は14週間前）の日から産後８週間を経

過する日までの期間において、出産に係る子又は小

学校就学前の子を養育するため、勤務しないことが

相当と認められる場合

３ 育児休業その他の休業の概要

(1) 育児休業等の概要

（概要）

ア 育児休業･･･地方公務員の育児休業等に関する法律（以下「育児休業法」といいます。）

第２条第１項の規定により、満３歳までの子を養育するために全日取得でき

ます。

イ 部分休業･･･育児休業法第１０条第１項並びに職員の育児休業等に関する条例（以下「育



児休業条例」といいます。）第２７条第２項の規定により、子を養育するた

めに１日の勤務時間の一部を休業することができます（子が小学校の始期に

達するまでの期間に１日２時間まで）。

ウ 育児休業条例に基づく子育てのための休業･･･育児休業条例第２７条第１項及び第４項の

規定により、子を養育するために１日の勤務時間の一部を休業することがで

きます（子が９歳に達する日以後最初の３月３１日までの期間に週１８時間

４５分まで）。

※育児休業又は部分休業により勤務しない時間は無給です。

取得状況 （単位：人）

（ア）育児休業 （イ）部分休業 （ウ）条例に基づく休業

任命権者 28年度中に 27年度から 計 28年度中に 27年度から 計 28年度中に 27年度から 計

新たに取得 継続取得 新たに取得 継続取得 新たに取得 継続取得

知事 男性職員 3 0 3 9 3 12 0 0 0

部局等 女性職員 37 48 85 40 34 74 20 37 57

教育 男性職員 4 0 4 0 1 1 1 0 1

委員会 女性職員 224 196 420 10 2 12 2 1 3

警察 男性職員 1 0 1 0 0 0

女性職員 13 37 50 9 9 18 1 1

合計 男性職員 8 0 8 9 4 13 1 0 1

女性職員 274 281 555 59 45 104 22 39 61

計 282 281 563 68 49 117 23 39 62

（注）知事部局等には、知事部局（病院及び大学を含みます。）、教育委員会以外の各行政委

員会事務局及び水道局を含みます。

(2) 介護休暇の概要

（概要）職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等が、負傷、疾病又は老齢により６日以上にわ

たり日常生活を営むのに支障がある場合、その介護のために６月の期間内において必要

と認められる期間、介護休暇を取得できます。

※介護休暇により勤務しない時間は無給です。

（単位：人）

任命権者 Ｈ28年度 要介護者の別 取得形式の別

取得者数 配偶者 実父母 子 義父母 祖父母 その他 全日型 時間型

知事 男性職員

部局等 女性職員 5 2 2 1 5

教育 男性職員 3 2 1 3

委員会 女性職員 14 8 6 14

警察 男性職員

女性職員

男性職員 3 2 1 0 0 0 0 3 0

合計 女性職員 19 2 10 7 0 0 0 19 0

計 22 4 11 7 0 0 0 22 0

（注）知事部局等には、知事部局（病院及び大学を含みます。）、教育委員会以外の各行政委

員会事務局及び水道局を含みます。



(3) 修学部分休業と高齢者部分休業の概要

（概要）

ア 修学部分休業･･･地方公務員法第26条の２の規定により、公務の運営に支障がなく、かつ、

公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、学校教育法に定める

教育施設における修学のため、２年を超えない範囲で勤務時間の一部を

休業することができます。

イ 高齢者部分休業･･･地方公務員法第26条の３の規定により、公務の運営に支障がなく、定

年退職日から５年を超えない範囲内で遡った日以後で、申請した日から

定年退職日までの期間、勤務時間の一部を休業することができます。

①28年度修学部分 ②28年度高齢者部分

任命権者 休業取得者 休業取得者

知事部局等 男性職員

女性職員

教育委員会 男性職員

女性職員

警察 男性職員

女性職員 1

合計 男性職員 0 0

女性職員 0 1

計 0 1

（注）知事部局等には、知事部局（病院及び大学を含みます。）、教育委員

会以外の各行政委員会事務局及び水道局を含みます。

(4) 大学院修学休業の概要

（概要）教育公務員特例法第26条第１項の規定により、公立学校の教諭等が専修免許状を取得す

ることを目的に、大学院の課程等を履修するため、３年を超えない範囲で休業すること

ができます。

任命権者 28度中に 27年度から 計

新たに取得 継続取得

教育委員会 男性職員 0 0 0

女性職員 0 0 0

計 0 0 0

４ 服務

(1) 職務専念義務免除の承認

（概要）地方公務員法第35条の規定により、職員は、その職務に専念する義務を負っていますが、

「職務に専念する義務の特例に関する条例」及び「職務に専念する義務の特例に関する規

則」の定めに適合する場合には、その義務の免除につき承認できます。



区 分
研修を受ける場合
（条例第２条第１号）
厚生に関する計画の実施に参加する場合
（条例第２条第２号）
その他人事委員会が定める場合
（条例第２条第３号）

勤務条件に関する措置の要求又はその審査へ出頭する場合
（規則第１号）
不服申立をし、又はその審理に出頭する場合

（規則第２号）
苦情相談に係る事情聴取
（規則第３号）
当局に対して不満を表明し、又は意見を申し出る場合

（規則第４号）
本県の特別職としての地位を兼ね、その職務に従事する場合

（規則第５号）
職務に関連ある国家公務員又は他の地方公共団体の公務員と

しての職を兼ね、その職務に従事する場合
（規則第６号）
本県の行政の運営上その地位を兼ねることが特に必要と認め

られる団体等の地位を兼ね、その職務に従事する場合
（規則第７号）
国又は地方公共団体の実施する競争試験等を受ける場合

（規則第８号）
その他任命権者が必要と認め、人事委員会の承認を得た場合

（規則第９号）

(2) 職務外従事の許可

（概要）地方公務員法第38条の規定により、職員は、営利を目的とする私企業を営むことを目的

とする団体の役員等への就任、自ら営利を目的とする私企業の経営、報酬を受けての事業

への従事などは禁止されていますが、「職員の営利企業等の従事制限に関する規則」に定

める基準に適合する場合には許可できます。

区 分
単に名目的のものであって、職務の遂行に支障を来たさず、且つ、職
員の占める職と密接な関係がないと認められる場合
（規則第３条第１号）
職務の遂行に支障を来たさない範囲において、任命権者が特殊の事情
があると認めた場合
（規則第３条第２号）
信用失墜行為の発生のおそれがないものであって、職務の遂行に支障
を来たさず、且つ、職員の占める職と密接な関係がないと認められる
場合（規則第４条第１号）
上欄の場合で、職員の占める職と密接な関係がある場合においても、
任命権者が特殊な事情があると認めた場合
（規則第４条第２号）
職員団体の業務に専ら従事する場合
（規則第４条第３号）

(3) 教員の兼職の許可

（概要）教育公務員特例法第17条の規定により、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する

他の事業若しくは事務に従事することが本務の遂行に支障がないと認める場合に許可しま

す。



５ 分限及び懲戒

(1) 分限処分事由別件数

（概要）地方公務員法第28条の規定により、公務能率を維持することを目的として、職員がそ

の職務を十分に果たすことができない一定の事由がある場合に、職員の意に反して行う処

分です。

任命権者 事 由 降任 免職 休職 降給 合計
勤務実績が良くない場合

知事部局等 （法第２８条第１項第１号）
心身の故障の場合 66 66
（法第２８条第１項第２号、第２項第１号）
職に必要な適格性を欠く場合 2 2
（法第２８条第１項第３号）
職制等の改廃等により過員等を生じた場合
（法第２８条第１項第４号）
その他

2 66 68
小 計
勤務実績が良くない場合

教育委員会 （法第２８条第１項第１号）
心身の故障の場合 149 149
（法第２８条第１項第２号、第２項第１号）
職に必要な適格性を欠く場合
（法第２８条第１項第３号）
職制等の改廃等により過員等を生じた場合
（法第２８条第１項第４号）
その他

149 149
小 計
勤務実績が良くない場合

警察 （法第２８条第１項第１号）
心身の故障の場合 25 25
（法第２８条第１項第２号、第２項第１号）
職に必要な適格性を欠く場合
（法第２８条第１項第３号）
職制等の改廃等により過員等を生じた場合
（法第２８条第１項第４号）
その他

小 計 25 25

合 計 2 240 242

（注）１ 知事部局等には、知事部局（病院及び大学を含みます。）、教育委員会以外の各

行政委員会事務局及び水道局を含みます。

２ 複数の事由に該当する場合には、主たる事由において計上しています。

(2) 懲戒処分事由別件数

（概要）地方公務員法第29条の規定により、公務における秩序を維持することを目的として、職

員の一定の服務義務違反に対して行う処分です。



任命権者 事 由 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等
法令違反 2 3 5

知事部局等 （法第２９条第１項第１号）
職務上の義務違反または怠慢
（法第２９条第１項第２号）
全体の奉仕者たるにふさわしくない
非行（法第２９条第１項第３号）

小 計 2 3 5
法令違反 1 1

教育委員会 （法第２９条第１項第１号）
職務上の義務違反または怠慢 1 1 13
（法第２９条第１項第２号）
全体の奉仕者たるにふさわしくない 2 1 1 3 7 14
非行（法第２９条第１項第３号）

小 計 4 1 1 3 9 27
法令違反 1 1 3 5

警察 （法第２９条第１項第１号）
職務上の義務違反または怠慢
（法第２９条第１項第２号）
全体の奉仕者たるにふさわしくない
非行（法第２９条第１項第３号）

1 1 3 5
小 計

合 計 5 4 7 3 19 27

（注）１ 知事部局等には、知事部局（病院及び大学を含みます。）、教育委員会以外の各行

政委員会事務局及び水道局を含みます。

２ 複数の事由に該当する場合には、主たる事由において計上しています。

６ 職員研修

(1) 知事部局等

ア 職位基本研修

研修名 対象者 延べ日数 主な研修内容

新規採用職員 平成28年度 ９日 組織の一員としての自覚や心構え、態度を養い、

研修 新規採用職員 県民全体の奉仕者としての公務員意識の確立を図

新 （前期） るとともに、職務に必要な基礎知識や技能を習得

規 し、職場への円滑な適応を図る。

採 （後期） ６日 入庁後の生活を振り返りながら、組織や職場にお

用 ける自分の役割と仕事の進め方を再認識し、自己

職 の能力開発の必要性を理解する。

員 また、人権問題に対する正しい理解と知識を深め

早 るとともに、政策形成の基本的な考え方を理解し、

期 政策形成のプロセスを通じて課題解決能力を養う。

戦 新規採用職員 採 用 2 年 目 の 職 ６日 若手職員の早期の能力開発を目的とした新規採用

力 フ ォ ロ ー ア ッ プ 員 職員フォローアップの一環として、福祉施設体験

化 (2年目職員)研修 研修等を通じて、県民や現場目線に立って仕事を

プ 進めることの重要性を理解する。

ロ また、業務内外で円滑な人間関係を築くため、コ

グ ミュニケーションの重要性を再認識する。



ラ 新規採用職員 採 用 3 年 目 の 職 １０日 採用３年目を迎える若手職員として、組織におけ

ム フォローアップ 員 る自らの役割を再認識するとともに、自立的に業

(3年目職員)研修 務を遂行するために必要な知識及び技能を習得す

る。

中堅職員研修 採 用 8 年 目 の 職 ９日 中堅職員として、データを活用し政策立案に至る

員 プロセスを経験することにより、政策形成能力を

養う。また、自身の仕事の将来を見据え、キャリ

アデザインを考える機会とする。

新任係長級研修 新任係長級の職 ７日 監督者として、部下の指導・育成を中心といくた

めの能力を向上させる。また、人権問題に対する

新任係長級研修 ３日 正しい理解と知識を深めるとともに、人権問題職

（人権問題指導者養成研修） 場研修を実践して職場研修の推進役としての指導

能力を向上させる。

新任係長級研修 ３日

（人権問題指導者養成事後研修）

新任課長補佐級研修 新 任 課 長 補 佐 級 ５日 管理者として職場運営に必要なスキルを学ぶとと

の職員 もに部下育成のためのコミュニケーション能力の

向上を図る。

新任課長級研修 新 任 課 長 級 の 職 ４日 組織の管理者として、人材育成を含めた組織マネ

員 ジメント能力を向上させるとともに、組織の責任

者としてメディア対応の重要性を理解し、実践的

なスキルを身につける。

人権問題研修 部 長 ・ 次 長 級 ０．５日 人権問題に対する正しい理解と認識を深めるとと

（役付職員） お よ び 課 長 級 もに、積極的に人権問題の解決に取り組む判断力

の職員 と実践力の習得を図る。

イ 能力開発研修

Ⅰ 知識・技能

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

文章作成・表現のコツ 全職員 １日 事実や自分の考えが的確に相手に伝わるよう、わ

かりやすい文章にまとめるコツを習得する。

自治体法務 全職員 １日 条例、規則、告示等の具体的な事務の流れ、詳細

な手続等、法制執務の基礎を身につける。

企業会計入門 全職員 ２日 複式簿記に馴染みのない職員が仕訳から簡単な決

算など、複式簿記による会計処理の基礎知識を習

得する。

企業会計応用 全職員 ２日 複式簿記の基礎知識を有する職員が実践的な会計

処理を学ぶとともに、財務諸表の基礎知識を習得

する。

経営分析～決算書をすらすら 全職員 ２日 財務諸表の基礎知識を有する職員が、法人の財務

読む技法～ 上の重要な事実を決算書から読み解くコツを学び、

経営の実態を要領よく把握する能力を身につける。

パソコン研修 全職員 ６日 ソフトを有効に利用するために必要な技術を習得



Ⅱ 業務遂行能力

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

効果的な情報の 全職員 １日 ① データを意味づけし、仕事（仮説・推論・検証）

読み方・活用 に役立つ情報に変えるための着眼点を学ぶ。

② データ解釈の精度を高めるために知っておきた

い、統計の基礎的な考え方を理解する。

実践！ 全職員 １日 住民ニーズ調査分析の基盤である公共マーケティ

アンケート作成 ングの基礎を学び、「顧客×行政サービス」の視点

の重要性を理解し、実用レベルの「アンケート作

成技術」を体得する。

基礎から学ぶ統計学 全職員 ２日 政策立案や意思決定に際して、説得力の強い根拠

となる統計値の意味を理解するとともに、エクセ

ルを活用したデータの統計分析手法を身につける。

クリティカル・シン 全職員 １日 論理的なアプローチにより「事実」を正しく捉え、

キング 問題解決に導くための基本的な流れを学ぶ。

問題発見・解決能力向上 全職員 １日 日常業務や職場の問題解決のための考え方、手法

～現場ですぐに使える問題発見・解決 を学び、職場のメンバーを巻き込みながら積極的

の手順～ に取り組む姿勢を身につける。

「孫子の兵法」 全職員 １日 「孫子の兵法」を題材とし、業務の完遂のために

に学ぶ業務改善 必要なリスクマネジメントなど、業務改善の基本

について学び、自身の担当業務の質の向上を図る。

発想をカタチにして 全職員 ２日 柔軟な発想の出し方から、現状分析と企画書作成

伝えるコツ の方法、プレゼンテーションスキルに至るまで、

～企画・提案のたて方・まとめ方～ 実行可能な企画を提案するために必要なノウハウ

を習得する。

一目で分かる 全職員 ２日 要点を押さえた問題の整理の仕方、効果的な伝え

図解表現の技術 方の基本を身につけ、「見てわかる」資料の作成方

法を習得する。

実習で学ぶﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰ 全職員 １日 実践的なシナリオメイキングから表現まで、相手

ｼｮﾝ～説明の技術～ から納得を引き出す説明の方法を習得する。

タイムマネジメント 全職員 １日 ① 時間を有効に活用するためのタイムマネジメン

～効果的な仕事の進め方～ トの考え方とスキルを習得する。

② 計画的・効率的に仕事を進め、職場の生産性向

上につなげるコミュニケーション術を学ぶ。

プロの仕事、その流 全職員 １日 仕事人としてのプロ意識を向上させるとともに、

儀 自分自身にとって最適なツールの選び方、課題へ

の取り組み方、スキルアップの方法などを幅広く

見つめ直し、実践に活かす。

Ⅲ 折衝・調整力

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

よりよい人間関係の 全職員 ２日 対人関係のあり方、自己理解と他者理解の方法等

築き方 を実習を通じて学び、気持ちよく仕事をこなすた

めのコツを学ぶ。



現場で活かす 全職員 ２日 住民満足の重要性を知り、クレームの発生過程と

クレーム対応 原因を分析し、初期対応から恒久的対策へと組織

的に取り組むための技術を身に付ける。

わかりやすい話し方 全職員 １日 コミュニケーションの基本である話す能力につい

・説明の仕方 て、考えをまとめ、相手にわかるように感じよく

表現する能力を磨く。

自らを高めるための 全職員 １日 エンカレッジ（勇気づけ）の手法により、自己承

エンカレッジ 認するためのポイントを体験的に学ぶことで、悩

（勇気づけ）の技術 んだり落ち込んだりする気持ちからの立ち直り方

や、より前向きで積極的な対人能力を身につける。

ハーバード流から 全職員 ２日 米国ハーバード大学で開発・研究された「WIN-WIN

学ぶビジネス交渉術 交渉術」を学び、交渉のメカニズムや交渉のため

の準備、戦略と戦術について、ケーススタディや

ロールプレイングを通じて体得する。

フォロワーシップ～ 全職員 １日 上司との関係のマネジメントにより、上司との補

上司・職場へのよりよい関わり方を学ぶ 完関係を築き、上司、職場メンバーとの関わりを

～ 通じて職場運営に貢献するスキルを学ぶ。

Ⅳ 管理監督能力

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

業務に活かす 全職員 １日 与えられた目標を達成するために、人材・資金・

プロジェクトマネジ 設備・物資・スケジュールなどをバランスよく調

メント 整し、全体の進捗状況を管理する手法（プロジェ

クトマネジメント）を学ぶ。

ウ その他の研修所研修

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

所属長部下育成 各所属長 ０．５日 所属長を中心としたＯＪＴ（職場内指導）の活性

フォローアップ研修 化など、人を育てる職場環境づくりを推進するた

め、所属長に求められる部下育成能力の向上を図

る。

新規採用職員 新 規 採 用 職 員 １日 新規採用職員指導担当者としての心構えと役割を

指導担当者研修 指導担当者 学ぶ。

新規採用職員 新規採用職員 １日 指導担当者になってからの半年間を振り返り、新

指導担当者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 指導担当者 規採用職員への指導の中で見えてきた課題を見つ

研修 め、その解決について考える。

働きやすさサポート 各所属長 ０．５日 所属長としてすべての職員が働きやすく、仕事と

研修 生活が調和できる職場環境づくりを推進する。

子育て世代ワークラ H27.4.1以降に １日 多様な働き方の必要性について理解するとともに、

イフバランス実現研 育 児 休 業 か ら 仕事と生活を調和させ、長く働き続けるための意

修（子育て支援研修）復 帰 し た 者 及 識づくりを行う。



び 受 講 を 希 望

する職員

子育て世代ワークラ 産 前 産 後 休 暇 １日 職場復帰後に利用可能な制度及びその手続き等に

イフバランス実現研 中 又 は 育 児 休 ついて周知するとともに、子育て経験のある職員

修（産休・育休職員 業 中 の 受 講 を との意見交換を通じて、職場復帰への不安を緩和

復帰支援研修） 希望する職員 し、円滑な復帰を支援する。

女性職員キャリア支 採用5年目の女 １日 今後迎える仕事と生活の転換期に向けて、前向き

援研修（女性職員モ 性 職 員 及 び 受 にキャリアをとらえ、モチベーションアップを図

チベーションアップ 講 を 希 望 す る る。

研修） 女性職員

女性職員キャリア支 係 長 昇 任 前 の ５日 自分自身のスキルや強みに気付き、組織や生活の

援研修（女性職員キ 女性職員 中で求められる役割を意識しながら前向きにキャ

ャ リ ア デ ザ イ ン 研 リアを描くことで、今後働き続けるうえでの不安

修） を和らげる。

エ 派遣研修

研修名 対象者 延べ日数 派 遣 先

民間派遣研修 満45歳以下の職員 約１ヶ月間 企業

自治大学校派遣研修 原則として３０歳以上５０歳 約５ヶ月間 第１部課程

未満の職員

原則として３０歳以上５０歳 約３週間 第１部・第２部特別課程

未満の職員

係長以上または相当する職員 約３週間 政策専門課程

税務経験のある職員（原則と 約７週間 税務専門課程（税務・徴収コース）

して３０歳以上５０歳未満）

原則として３０歳以上５０歳 約６週間 監査・内部統制専門課程

未満の職員

研修関係職員 ４日間 人材育成特別研修

政策研究大学院大学 派遣を希望する職員（大学に １年間 公共政策プログラム（地域政策コース）

派遣研修 おいて論文・英語・面接の審 まちづくりプログラム

査あり）

派遣を希望する職員 約３週間 医療政策短期特別研修

国際大学派遣研修 派遣を希望する職員 約１年間 公共政策プログラム

（一財）自治体国際 派遣を希望する職員 ３年間 東京本部（１年目）

化協会派遣研修 パリ事務所（２～３年目）



(2) 教育委員会

ア 教職員の経験年数に応じた研修

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

幼稚園等新規採用教 幼 稚 園 等 新 規 １０日 新規採用された教員に対して、幼児教育に関わる

員研修講座 採 用 教 員 及 び 基礎的・基本的な内容について理解を深め、実践

特 別 支 援 学 校 的な指導力を高める研修

（ 幼 稚 部 ） 教

員

初任者研修講座 小 ・ 中 学 校 、 ２１日 新規採用教員が実践的な指導力と使命感を養い、

高 等 学 校 及 び 幅広い知見を得るとともに、今日的課題や事例に

特 別 支 援 学 校 対応できる能力を身に付け、資質の向上を図る研

新規採用教員 修

新規採用養護教諭研 小 ・ 中 学 校 、 １１日 新規採用養護教諭が職務やその在り方を理解し、

修講座 高 等 学 校 及 び 今日的課題や事例に対応できる能力を身に付け、

特 別 支 援 学 校 専門性と実践的指導力を高める研修

新 規 採 用 養 護

教諭

新規採用栄養教諭研 小 ・ 中 学 校 及 １１日 栄養教諭としての心構え及び職務の遂行に必要な

修講座 び 特 別 支 援 学 知識や技能等を学び、栄養教諭としての使命感を

校 新 規 採 用 栄 養い、資質の向上を図る研修

養教諭

新規採用学校事務職 小 ・ 中 学 校 新 １２日 基本的な心構えや学校事務に関する基礎的事項と

員研修講座 規 採 用 学 校 事 服務について理解を深め、学校事務職員としての

務職員 自覚と資質の向上を図る研修

新規採用実習助手研 高 等 学 校 及 び ２日 新規採用された実習助手に対して、職務やその在

修講座 特 別 支 援 学 校 り方を理解させるとともに、今日的諸課題への対

新 規 採 用 実 習 応力や使命感を養い、資質の向上を図る研修

助手

新 規 任 用 常 勤 講 師 小 ・ 中 学 校 、 ２日 新規任用された常勤講師（定数内）に対して、職

（定数内）研修講座 高 等 学 校 及 び 務やその在り方を理解するとともに、今日的課題

特 別 支 援 学 校 への対応力や使命感を養い、資質の向上を図る研

新 規 任 用 常 勤 修

講師（定数内）

１０年経験者研修講 幼 稚 園 、 小 ・ ５日 10年経験者に対して、個々の得意分野を伸ばし専

座 中 学 校 、 高 等 又は 門性を高めるため、教科指導や生徒指導等に関す

学 校 及 び 特 別 １０日 る指導力の向上を図る研修

支 援 学 校 １ ０

年経験者

ステップアップ！共 ２ 年 目 か ら １ １日 先輩教師からより実践的で効果的な学級づくり・

に学び合う研修講座 ０ 年 目 の 小 学 授業づくりに関するスキルを学び、指導力の向上

校教員 を図るとともに、自校のＯＪＴに生かします。

小・中学校特別支援 お お よ そ ２ 年 ２日 特別支援教育の現状についての見識を広めるとと

学級担任ステップア 目 か ら ５ 年 目 もに、特別支援学級の経営について、必要なスキ

ップ連続研修講座 の 小 ・ 中 学 校 ルを身に付ける研修

特 別 支 援 学 級

担任



学校事務職員スキル ２ 年 目 か ら １ １日 学校事務の正確な遂行能力を高め、円滑な学校運

アップ研修講座基礎 １ 年 目 の 小 ・ 営が図れるよう基礎的な知識を身に付ける研修

中 学 校 学 校 事

務職員

学校事務職員スキル １ ２ 年 目 か ら １日 中堅事務職員として、学校・保護者・地域との関

アップ研修講座応用 ２ １ 年 目 の 小 わりについての見識を広めるとともに、学校事務

・ 中 学 校 学 校 の職務遂行能力を高める研修

事務職員

学ぶ楽しさが分かる ２ 年 目 か ら ５ １日 児童・生徒が自ら考え、主体的に学びを進める社

社会科の授業づくり 年 目 の 小 ・ 中 会科授業の在り方について理解を深め、実践事例

研修講座 学 校 及 び 特 別 をもとに授業づくりに関する指導力を高める研修

支援学校教員

算数的活動を重視し １ 年 目 か ら １ １日 算数を学ぶことの楽しさや意義を実感させる算数

た授業づくり研修講 ０ 年 目 の 小 学 的活動についての理解を深め、演習や研究協議を

座 校 ・ 特 別 支 援 通して授業での活用を考え、指導力の向上を図り

学校教員 ます。

小学校音楽の授業づ ２ 年 目 か ら １ １日 児童が楽しい音楽活動を通して、音楽に対する興

くり（学級担任）研 ０ 年 目 の 小 学 味・関心をもち、基礎的な表現の能力を培うため

修講座 校教員 の指導力の在り方を考えます。

児童が夢中になる体 ２ 年 目 か ら １ １日 体育学習への関心・意欲を高め、児童の学びや理

育の授業づくり研修 ０ 年 の 小 学 校 解を推進することのできる授業づくりや教材づく

講座 教員 りについて理解を深め、授業実践力の向上を図る

研修

森林環境教育基礎研 初 任 者 及 び 新 ２日 森林環境教育の基本的事項について学ぶとともに、

修講座Ａ及びＢ 規採用教職員 各学校・園で森林環境体験学習を効果的に実施す

るための指導力の向上を図る研修

組織マネジメント研 お よ そ １ ２ 年 １日 学校の課題解決策を考える際に必要な組織マネジメントの

修 目 か ら ２ １ 年 考え方や手法を学び、今後の教育活動に生かすことを目指

目 の 小 ・ 中 学 す研修

校 、 高 等 学 校

及 び 特 別 支 援

学校教員

学校危機管理と教育 お よ そ １ ２ 年 １日 学校危機管理について、教育現場における法規の

法規研修講座 目 か ら ２ １ 年 視点から学び、平時の危機管理に対する意識を高

目 の 小 ・ 中 学 める研修

校 、 高 等 学 校

及 び 特 別 支 援

学校教員

イ 管理職研修

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

新任校長研修講座 小 ・ 中 学 校 、 ３日 新しく就任した校長が、学校経営のスキルや資質

高 等 学 校 及 び ・力量を身につける研修

特 別 支 援 学 校

新任校長

幼稚園経営研修講座 幼 稚 園 園 長 又 半日 幼稚園における教育的機能の向上を図る園経営を



は教頭（主任） 推進する実践力を高める研修

管理職「人権教育」 小 ・ 中 学 校 、 半日 「人権教育の推進についての基本方針」や「人権

研修講座 高 等 学 校 及 び 教育の指導方法等の在り方について〔第三次とり

特 別 支 援 学 校 まとめ〕」への理解を深め、人権尊重の視点に立っ

管理職 た学校経営の具体的取組について学ぶ研修

新任教頭研修講座 小 ・ 中 学 校 、 ３日 新しく就任した教頭が、教頭としての職務をはじ

高 等 学 校 及 び め、学校危機管理、人材育成等の考え方や手法を

特 別 支 援 学 校 学び、今後の学校経営に生かす研修

新任教頭

「子どもの自殺予防」小学校管理職 半日 子どもの「自殺予防」に対する取組は学校教育に

（小学校管理職）研 おける喫緊の課題であり、各校における自殺予防

修講座 のための校内体制の構築につなげる研修

「子どもの自殺予防」中 学 校 、 高 等 半日 子どもの「自殺予防」に対する取組は学校教育に

（中・高・特管理職）学 校 及 び 特 別 おける喫緊の課題であり、各校における自殺予防

研修講座 支 援 学 校 管 理 のための校内体制の構築につなげる研修

職

学校危機管理と教育 小 ・ 中 ・ 高 ・ １日 学校危機管理について、教育現場における法規の

法規研修講座 特 別 支 援 学 校 視点から学び、平時の危機管理に対する意識を高

管理職 める研修

(3) 警察本部

ア 採用時教養

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

初任科 平 成 2 7年 度 新 大卒６ヶ月 警察学校において新規採用者に対する

規採用者 短大卒・高卒 各種初任教養

10ヶ月

一般職員4週

職場実習 初任科修了者 大卒３ヶ月 初任科を修了した警察官に対する職場

（警察官） 短大卒・高卒 での実習による教養

３ヶ月

初任補修科 職 場 実 習 修 了 大卒２ヶ月 職場での実習を修了し、再度警察学校

者（警察官） 短大卒・高卒 において行う総合的な教養

３ヶ月

実戦実習 初 任 補 修 科 修 大卒４ヶ月 初任補修科を修了した警察官に対する

了者（警察官） 短大卒・高卒 職場での実習（独力勤務）による教養

５ヶ月

イ 幹部任用科

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

警部補任用科 警 部 補 昇 任 試 ２週間 警部補昇任者及び昇任予定者に対して

験 合 格 者 （ 近 行う初級幹部としての任用教養

畿 管 区 警 察 学

校 入 校 者 を 除

く。）



ウ 部門別任用科・専科教養

研修名 対象者 延べ日数 研修内容

看守任用専科 警 察 署 に お け ５日間 看守勤務員として必要な勤務要領、基

る看守勤務員 （２回実施） 礎的知識技能を修得させる

警察安全相談、被害 警 察 安 全 相 談 ５日間 相談業務、被害者支援に必要な専門的

者支援専科 を 担 当 す る 警 知識技能及び対応要領を修得させる

察職員

術科指導者（逮捕術）術 科 訓 練 の 指 ５日間 術科訓練の指導者として必要な知識、

専科 導 者 と し て の 技能及び指導能力を修得させる

資 質 を 有 す る

警察官

実戦的総合訓練指導 実 戦 的 総 合 訓 ５日間 実戦的総合訓練指導者としての必要な

者専科 練 の 指 導 者 と 知識、技能及び指導能力を修得させる

し て の 資 質 を

有する警察官

情報管理専科 情 報 管 理 業 務 ５日間 情報処理技能に精通した「セキュリテ

を 担 当 す る 警 ィ指導員」を養成する

部 補 以 下 の 警

察 官 又 は 同 相

当 以 下 の 一 般

職員

ブラッシュアップ お お む ね ５ 年 警 部 補 対 象 職務倫理教養をはじめ、警察業務の重

教養専科 以 上 の 長 期 に ４日 要課題等の教養を行い、誇りと使命感

わ た っ て 学 校 巡 査 部 長 対 を持って職務に精励させることを目的

における教養、象４日 とする

訓 練 を 受 け て 巡査対象

い な い 警 部 補 ４日

以 下 の 警 察 官 一 般 職 員 対

及 び 同 相 当 職 象３日

以 下 の 一 般 職 そ れ ぞ れ １

員 回ずつ

地域実務専科 他 部 門 か ら 地 ５日間 地域警察幹部としての実務能力向上及

域 部 門 に 配 置 び部下職員に対する指導能力向上を図

と な っ た 警 部 る

補 、 巡 査 部 長

又 は 地 域 部 門

の 専 科 を 受 講

し て い な い 警

部 補 、 巡 査 部

長

生活安全実務専科 警 察 署 生 活 安 １２日間 多種多様に亘る生活安全課業務の理解

全課の警察官 を深め、課員の実務能力を向上させる

職務質問専科 職務質問準技能 ５日間 精強な第一線警察構築に向けた現場執

指 導 員 に 指 定 行力の強化を推進するため、職務質問

さ れ て い る 者 準技能指導員の知識技能の向上を図る



及 び 今 後 指 名

が 予 定 さ れ て

いる者

通信指令専科 各 警 察 署 の 通 ５日間 無線通話に関する基本的知識及び事案

信 指 令 を 担 当 申告等に対する受理要領、指令要領等

する者 の事案対応能力の向上を図る

サイバー犯罪捜査実 所 属 か ら 推 薦 ５日間 サイバー犯罪捜査に携わる警察官に対

務専科 を 受 け た 入 校 し、必要な知識及び技能を修得させる

者

恋愛感情等のもつれ 所 属 か ら 推 薦 ５日間 恋愛感情等のもつれに起因する暴力事

に起因する暴力的事 を 受 け た 入 校 案等への対応要領等を修得させる

案への対策専科 者

生活安全任用科 生 活 安 全 任 用 ２６日間 生活安全専務員として必要な基礎的知

候補者 識技能を修得させる

特殊事件捜査専科 所 属 か ら 推 薦 １２日間 刑事警察の現状を認識させ、特殊事件

を 受 け た 入 校 捜査に必要な技能の向上と基礎知識を

者 修得させる

」 取調べ技能専科 所 属 か ら 推 薦 ５日間 県下各捜査員に対し、適正な取調べの

を 受 け た 入 校 実施及び取調べ技能に関する知識・技

者 能の向上を図る

鑑識専科（写真・鑑 所 属 か ら 推 薦 ５日間 写真・鑑識科学に関する専門的知識、

識科学） を 受 け た 入 校 技能の向上を図る

者

検視実務専科 検 視 を 担 当 す ５日間 検視を担当する捜査員の実務能力の向

る警察官 上を図り、専門的な知識技能を修得さ

せる

刑事任用科 刑 事 任 用 候 補 ２６日間 捜査専務員として必要な基礎的知識及

者 び技能を体得させる

受傷事故防止専科 受 傷 事 故 防 止 ５日間 街頭活動における受傷事故防止に必要

を指導する者 な知識技能を修得させる

交通捜査専科 交 通 事 故 事 件 ５日間 交通事故事件捜査の専門的知識の習得

捜 査 を 担 当 す 及び捜査能力の向上を図る

る 警 部 補 以 下

の交通警察官

交通管理専科 交 通 規 制 を 担 ５日間 交通規制に関する専門的な知識及び技

当 す る 警 部 補 能を習得させる

以 下 の 交 通 警

察官

警察緊急自動車運転 現 に 四 輪 の 緊 １７日間 現に、四輪の緊急自動車に乗務してい

技能者専科（四輪） 急 自 動 車 に 乗 る警察官に対し、受傷事故防止等の観

務している者 点から、緊急自動車の運用に関する高

度な知識・技能の習得・向上を図る

交通任用科 交 通 任 用 候 補 １２日間 交通警察官として必要な基礎的知識及

者 び技能を体得させる

災害警備専科 警 察 署 警 備 課 ５日間 災害対策要員として必要な知識技能を

等 に お け る 災 修得させる。

害対策要員



警備実務専科 警 備 専 務 員 と ５日間 警備専務員として必要な専門的知識及

し て 指 導 的 立 び技能を体得させる

場 に あ る 警 部

補、警部

警護専科 警 護 要 員 に 指 ５日間 警護員として必要な警護の技術・知識

定 さ れ て い る の向上を図る

警察官

警備任用科 警 備 任 用 候 補 １２日間 警備専務員として必要な基礎的知識及

者 び技能を体得させる

７ 人事評価の状況

地方分権が進む中、高度化・多様化している県民の行政ニーズに対応する地方公共団体の役

割はますます増してきています。また、厳しい財政状況の中で、県政を効率的かつ円滑に推進

するために組織力を高めることが重要です。

そのために、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を的確に把握

することで職員の士気の高揚と主体的な行動・能力開発につなげて組織力を高め、最終的には

県民サービス向上の土台をつくることを目的として人事評価を実施しています。

任命権者 対象者区分 第一次評価者 第二次評価者 評価概要

課長・室長級 部次長（次長 部局長 等 ①人事評価の期間

知事部局等 以上 を置く場合） ・能力評価 毎年４月１日から

等 翌年３月３１日まで

参事・主幹・ 課長・室長 部局長 ・業績評価 毎年４月１日から

補佐級 ９月３０日まで及び１０月１日

出先所長 本庁の課長・ 部局長 から翌年３月３１日まで

室長 ②評価の方法

その他管理職 所属長 本庁の課長・ ・能力評価 評価項目ごとに定

室長 める着眼点に基づき、職務遂行

その他職員 本庁の課長補 本庁の課長・ の過程において発揮された能力

佐又は出先機 室長又は出先 を客観的に評価します

関の課長（又 所長 ・業績評価 職員があらかじめ

は次長） 設定した業務目標の達成度その

他設定目標以外の取組により、

その業務上の業績を客観的に評

価します。

・評価の結果は、５段階の評語

が付されます。

③人事評価の結果の活用

・任用、給与、分限その他の人

事管理の基礎として活用してい

ます。

・職員の人材育成に積極的に活

用するよう努めています。



課長・室長級 部次長（次長 部局長 等 ①人事評価の期間

教育委員会 以上 を置く場合） ・能力評価 毎年４月１日から

（教員以外） 等 翌年３月３１日まで

参事・主幹・ 課長・室長 部局長 ・業績評価 毎年４月１日から

補佐級 ９月３０日まで及び１０月１日

出先所長 本庁の課長・ 部局長 から翌年３月３１日まで

室長

その他管理職 所属長 本庁の課長・ ②評価の方法

室長 ・能力評価 評価項目ごとに定

その他職員 本庁の課長補 本庁の課長・ める着眼点に基づき、職務遂行

佐又は出先機 室長又は出先 の過程において発揮された能力

関の課長（又 所長 を客観的に評価します

は次長） ・業績評価 職員があらかじめ

設定した業務目標の達成度その

他設定目標以外の取組により、

その業務上の業績を客観的に評

価します。

・評価の結果は、５段階の評語

が付されます。

③人事評価の結果の活用

・任用、給与、分限その他の人

事管理の基礎として活用してい

ます。

・職員の人材育成に積極的に活

用するよう努めています。

校長 市町村教育長 市町村教育長 ①人事評価の期間

教育委員会 指定の者又は 又は県教育長 ・能力評価 毎年４月１日から

（学校） 教職員課長 翌年３月３１日まで

教頭 校長 市町村教育長 ・業績評価 毎年４月１日から

指定の者又は 翌年３月３１日まで

教職員課長 ②評価の方法

その他教職員 教頭又は 校長又は ・能力評価 評価項目ごとに定

事務長 教職員課長 める着眼点に基づき、職務遂行

の過程において発揮された能力

を客観的に評価します。

・業績評価 職員があらかじめ

設定した業務目標の達成度その

他設定目標以外の取組により、

その業務上の業績を客観的に評

価します。

・評価の結果は、５段階の評語

が付されます。

③人事評価の結果の活用

・任用、給与、分限その他の人

事管理の基礎として活用してい



ます。

・職員の人材育成に積極的に活

用するよう努めています。

参事官 主管部長 本部長 ①人事評価の期間

警察 本部の所 ・能力評価 毎年４月１日から

属長 翌年３月３１日まで

学校長又 警務部長 ・業績評価 毎年４月１日から

は警視の ９月３０日まで及び１０月１日

署長 から翌年３月３１日まで

部に置く 主管部長 警務部長

警視（警 （注1） ②評価の方法

警 視相当 ・能力評価 評価項目ごとに定

視 職） める着眼点に基づき、職務遂行

副校長 学校長 の過程において発揮された能力（

警 副署長 署長 を客観的に評価します

視 警察学校 学校長 ・業績評価 職員があらかじめ

相 の副校長 （注2） 設定した業務目標の達成度その

当 以外の警 他設定目標以外の取組により、

職 視（警視 その業務上の業績を客観的に評

相当職） 価します。）

警察署の 署長 ・能力、業績評価ともに評価の

副署長以 （注3） 結果は、５段階の評語（Ｓ･Ａ ･

外の警視 Ｂ･Ｃ･Ｄ）が付されます。

（警視相

当職） ③人事評価の結果の活用

本部の課 所属長 主幹部長 ・任用、昇任試験、給与、分限

及び所に その他の人事管理の基礎として

置く警視 活用しています。

（警視相 ・職員の人材育成に積極的に活

当職） 用するよう努めています。

警 次席、副 所属長

部 所長又は

副隊長（

警 次席、副 所属長

部 所長及び （注4）

相 副隊長以

当 外の警

職 部（警部

相当職））

本部の課長補 所属長

佐、通信指令 （注4）

官、隊長補佐、

校長補佐、室

長補佐若しく

警部補 は主任研究員

（警部補相当 又は書の課長

職） （これらの者



の配置がない

場合は、警部

（警部相当職）

以上の職員で

ある直接の上

司）

巡査部長 同上

（巡査部長相 （注5）

当職）

巡査

（巡査相当職）

注1 参事官を補助者とする。

注2 副校長を補助者とする。

注3 副署長を補助者とする。

注4 次席、副所長、副隊長、副校長又は副署長をそれぞれ補助者とする。

注5 係長又は小隊長の職にある者（これらの者の配置がない場合は、警部補（警部補

相当職）以上の職員員である直接の上司）をそれぞれ補助者とする。

（注）知事部局等には、知事部局（病院及び大学を含みます。）、教育委員会以外の各行

政委員会事務局及び水道局を含みます。

８ 退職管理の状況

県を退職する職員の再就職の公正性及び透明性を確保するため、奈良県退職職員の再就職に

関する取扱要綱に基づき、その支援を行っています。退職予定職員の人材情報に関する情報提

供窓口として、総務部人事課に「奈良県退職予定職員人材バンク」を設置し、人材情報の提供

を希望する民間企業等に情報を提供するとともに、再就職が決定した場合には、職員が届出を

総務部人事課に提出することとしています。

また、前年度の退職職員（退職時に本庁課長補佐級又は出先機関課長級以上であった職員に

限る）の再就職状況（氏名、退職時役職名、再就職先名称等）を毎年１０月１日までに公表し

ています。

９ 福祉及び利益の保護

(1) 安全衛生管理体制

ア 知事部局等

選任を要する事業所 選任している事業所 選任事業所率

総括安全衛生管理者 １ 箇所 １ 箇所 １００ ％

安全管理者 ６ 箇所 ６ 箇所 １００ ％

衛生管理者 １１ 箇所 １１ 箇所 １００ ％

安全衛生推進者 ５２ 箇所 ５２ 箇所 １００ ％

産業医 １１ 箇所 １１ 箇所 １００ ％

設置を要する事業所 設置している事業所 設置事業所率



安全衛生委員会 ６ 箇所 ６ 箇所 １００ ％

イ 教育委員会

選任を要する事業所 選任している事業所 選任事業所率

総括安全衛生管理者 ０ 箇所 ０ 箇所 －

安全管理者 ０ 箇所 ０ 箇所 －

衛生管理者 ４１ 箇所 ４１ 箇所 １００ ％

安全衛生推進者 ８ 箇所 ８ 箇所 １００ ％

産業医 ４１ 箇所 ４１ 箇所 １００ ％

設置を要する事業所 設置している事業所 設置事業所率

安全衛生委員会 ０ 箇所 ０ 箇所 －

ウ 警察

選任を要する事業所 選任している事業所 選任事業所率

総括安全衛生管理者 ０ 箇所 ０ 箇所 －

安全管理者 ０ 箇所 ０ 箇所 －

衛生管理者 １７ 箇所 １７ 箇所 １００ ％

衛生推進者 １ 箇所 １ 箇所 １００ ％

産業医 １７ 箇所 １７ 箇所 １００ ％

設置を要する事業所 設置している事業所 設置事業所率

安全衛生委員会 ０ 箇所 ０ 箇所 －

※「選任している事業所数」には、法律上の義務ではなく任意で設置しているものは算入していません。

(2) 職員健康管理事業

ア 定期健康診断

区 分 対 象 者

定期健康診断 全職員

深夜業務従事職員健康診断 深夜業務に従事する職員

イ 特別業務従事職員健康診断

区 分 対 象 者

有機溶剤取扱い業務従事職員健康診断 有機溶剤取扱い業務に従事する職員

特定化学物質取扱い業務従事職員健康 特定化学物質取扱い業務に従事する職員

診断

放射線照射業務等従事職員健康診断 放射線照射業務等に従事する職員

腰痛健康診断 知的障害児施設等に勤務する介護作業従事者

ＶＤＴ作業従事職員健康診断 ＶＤＴ作業に基本的に毎日従事する職員で希望者

農薬使用業務従事職員健康診断 農薬取扱い業務に従事する職員

Ｂ型肝炎ウイルス・結核・麻疹・風疹に感染する恐れ

感染症予防対策 のある業務に従事する職員で希望者



（抗体検査・予防接種等） 破傷風・トキソプラズマ症に罹患する危険性の高い業

務に従事する職員で希望者

ウ がん検診

区 分 対 象 者

胃がん検診 30歳以上の職員で希望者

大腸がん検診 30歳以上の職員で希望者

前立腺がん検診 50歳以上の男性職員で希望者

乳がん検診

エコー 30歳以上の女性職員で希望者

マンモグラフィ 40歳以上の女性職員で希望者（2年に1回）

子宮がん検診 20歳以上の女性職員で希望者（20歳代は2年に1回）

エ 人間ドック（※地方職員共済組合による県補助金充当事業）

区 分 対 象 者

人間ドック事業 30歳以上の組合員及び35歳以上の被扶養配偶者で希望者

オ 健康相談事業

区 分 対 象 者

職員健康相談（産業医・保健師） 全職員

メ ン タ ル ヘ ル ス カ ウ ン セ リ ン グ 全職員及びその家族等

（精神科医）

こころリフレッシュ相談「ほっと 全職員

・ルーム」 （臨床心理士等）

(3) 公務災害・通勤災害認定

（単位：件）

区分 28年度

認定件数

公務災害 知事部局等 20

教育委員会 87

警察 69

小 計 176

通勤災害 知事部局等 4

教育委員会 4

警察 3

小 計 11

計 187

（注）知事部局等には、知事部局（病院を含みま

す。）、教育委員会以外の各行政委員会事務局

及び水道局を含みます。



(4) 互助会制度

職員の共済制度に関する条例の定めるところにより職員の相互共済及び福利増進を目的とし

て組織されています。

（平成28年度）

財源 会員数 会員からの 事業収入

団体名 掛金額 金額

奈良県職員互助会 6,898名 116,053千円 33,182千円

(77.8%) (22.2%)

奈良県教職員互助組合 9,952名 453,477千円 69,716千円

( 86.7%) ( 13.3%)

奈良県警察職員互助会 2,902名 57,569千円 20,421千円

( 73.8%) ( 26.2%)



平成２８年度 奈良県人事委員会の業務の状況

１．職員の競争試験及び選考の状況
平成２８年度に実施した競争試験及び選考の状況は、次のとおりです。

(１) 競争試験
ア 採用試験実施概要

試験の種類 試験職種 試験分野 受 験 資 格 試験公告日 受付期間

Ⅰ 種 試 験 総合職 行 政 Ａ ①昭和６２年４月２日から平成７年４月１ ５月１１日 ５月１３日(金)
(大卒程度) 行 政 Ｂ 日までに生まれた人 (水)

～

総合土木 ②平成７年４月２日以降に生まれた人で学 ６月 １日(水)
建築・設備 校教育法による大学（短期大学を除く｡)
化学・農学 を卒業した人、又は平成２９年３月末日
林 学 までに卒業見込みの人

警察行政職 警察行政

資格職 薬 剤 師 昭和５６年４月２日から平成５年４月１
日までに生まれた人

総合職
Ⅱ 種 試 験 (一般事務) 平成７年４月２日から平成１１年４月１ ７月１５日 ８月１５日(月)
(高卒程度) 日までに生まれた人 (金)

～

警察事務職 ８月３１日(水)

身体障害者 総合職 次の全ての要件を満たす人 ８月２２日 ９月 ７日(水)
対 象 ・昭和６２年４月２日から平成１１年４月 (月)

～

選考試験 １日までに生まれた人 ９月２３日(金)
・身体障害者手帳(１～４級)の交付を受け
ている人

・奈良県内に居住している人
・自力により通勤ができ、介助者なしに勤
務の遂行が可能な人

社会人経験者 総合職 行 政 昭和５６年４月２日から昭和６２年４月 ７月１５日 ８月１５日(月)
採用試験 土木建築 １日までに生まれた人 (金)

～

８月３１日(水)

Ａ区分 昭和５６年４月２日から平成７年４月１ ７月１５日 ８月１５日(月)
市町村立小・ 小・中学校 日までに生まれた人 (金)

～

中学校事務職 ８月３１日(水)
員採用試験 事務職

Ｂ区分 平成７年４月２日から平成１１年４月１
日までに生まれた人

Ⅰ種 昭和６２年４月２日から平成７年４月１ ７月１５日 ８月１５日(月)
奈良県・市町 日までに生まれた人 (金)

～

村土木職員採 ９月 ９日(金)
用共同試験

Ⅱ種 昭和６２年４月２日から平成１１年４月
１日までに生まれた人

<ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ >
警 察 官 第１回 昭和６１年４月２日以降に生まれた人で ３月 １日 ３月 ４日(金)
(大卒程度) Ａ(男性) 学校教育法による大学(短期大学を除く。) (火)

～

Ａ(女性) を卒業した人、又は平成２９年３月末日ま ４月１１日(月)
でに卒業見込みの人

<郵送・持参>
３月 ４日(金)～

４月１５日(金)

< ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ >
第２回 昭和６１年４月２日以降に生まれた人で ６月２９日(水)
Ａ(男性) 学校教育法による大学(短期大学を除く。)

～

Ａ(女性) を卒業した人、又は平成２９年３月末日ま ６月２１日 ８月２２日(月)
でに卒業見込みの人 (火)

<郵送・持参>
６月２９日(水)

警 察 官 Ｂ(男性) 昭和６１年４月２日から平成１１年４月

～

(高卒程度) Ｂ(女性) １日までに生まれた人で警察官Ａ以外の人 ８月２６日(金)

※ 警察官試験は、警察本部において実施



試験の種 試験職種 試験分野 試 験 日 試験種目 会 場 合格発表日
類

Ⅰ種試験 総合職 行 政 Ａ 第1次 ６月２６日(日) 教養試験 県立郡山高等学 ７月２６日
(大卒程度) 行 政 Ｂ 試 験 専門試験 校 (火)

総合土木 (行政Ｂ除く) 中央大学理工学
建築･設備 論文試験 部
化学・農学
林 学 ７月１１日(月)、１２日 口述試験 自治研修所

（火）、１３日（水）１４日 適性検査
(木)

警察行政職 警察行政 第2次 ８月１日(月)、３日(水)、４日 口述試験 自治研修所 ８月１９日
試 験 (木)、５日(金)、８日(月)、９ (金)

資格職 薬 剤 師 日(火)、１０日(水)、１２日
(金)

Ⅱ種試験 総合職 第1次 ９月２５日(日) 教養試験 県立畝傍高等学 １０月 ５日
(高卒程度) (一般事務) 試 験 作文試験 校 (水)

警察事務職 第2次 １０月１６日(日)、 適性検査 奈良総合庁舎 １１月 ９日
試 験 ２７日(木)、２８日(金) 口述試験 自治研修所 (水)

身体障害者対 総合職 第1次 １０月１６日(日) 教養試験 奈良総合庁舎 １０月２４日
象 試 験 作文試験 (月)

選考試験
第2次 １１月１４日(月) 口述試験 奈良総合庁舎 １１月３０日
試 験 (水)

社会人 総合職 行 政 第1次 ９月２５日(日) 教養試験 県立畝傍高等学 １１月 ９日
経験者試験 土木建築 試 験 (土木建築除く) 校 (水)

論文試験

１０月２３日(日) 口述試験 自治研修所
適性検査

第2次 １１月２０日(日) 口述試験 自治研修所 １１月３０日
試 験 (水)

市町村立小・ 小・中学校事 Ａ区分 第1次 ９月２５日(日) 教養試験 県立畝傍高等学 １０月 ５日
中学校事 務職 Ｂ区分 試 験 作文試験 校 (水)

務職員採用試
験 第2次 １０月１６日(日)、 適性検査 奈良総合庁舎 １１月 ９日

試 験 ２７日(木)、２８日(金)３１日 口述試験 自治研修所 (水)
(月)、
１１月１日(火)

奈良県・市町 総合職 Ⅰ種 第1次 ９月２５日(日) 教養試験 県立畝傍高等学 １０月２４日
村土木職員採 試 験 専門試験 校 (月)
用共同試験

第2次 １１月 ２日(水) 論文試験 奈良総合庁舎 １１月３０日
試 験 適性検査 (水)

１１月２０日(日) 口述試験 自治研修所

警 察 官 第１回 第1次 ４月２３日(土)、２４日(日) 体力試験(実技 警察学校 ６月 ８日
(大卒程度) 試 験 判定) (水)

Ａ(男性) ５月 ８日(日) 教養試験 県立二階堂高等
Ａ(女性) 論文試験 学校

５月２８日(土)、２９日(日) 口述試験 警察学校

第2次 ６月１６日(木) 身体検査 警察本部第二庁 ８月 ５日
試 験 適性検査 舎 (金)

７月１４日(木)、１６日(土)、 口述試験 警察本部第二庁
１９日(火)、２０日(水) 舎

第２回 第1次 ９月３日(土)、４日(日) 体力試験 警察学校 １０月２０日
試 験 (実技判定) (木)

Ａ(男性) ９月１８日(日) 教養試験 県立二階堂高等
Ａ(女性) 論作文試験 学校

１０月８日(土)、９日(日) 口述試験 警察学校

第2次 １１月１日(水)、２日（木） 身体検査 警察本部第二庁 １２月１５日
試 験 適性検査 舎 (木)

警 察 官 Ｂ(男性) １１月２８日(月)、２９日 口述試験 警察本部第二庁
(高卒程度) Ｂ(女性) （火）、１２月２日(金) 舎



イ 採用試験結果一覧

第1次試験 第2次試験
試験の 試験職種 試験分野
種 類 申込者数 受験者数 合格者数 受験者数 合格者数 最終競争率

(a) (b) (a)/(b)

(人) (人) (人) (人) (人) (倍)

行 政 Ａ 632 436 136 134 73 6.0

行 政 Ｂ 110 66 15 15 8 8.3

土 木 43 31 29 29 16 1.9

総 合 職 建 築 27 17 12 12 6 2.8

Ⅰ 種 電 気 13 8 8 8 5 1.6

機 械 19 16 6 6 4 4.0

農 学 22 14 5 5 3 4.7

林 学 31 18 16 15 8 2.3

化 学 33 20 6 6 4 5.0

資 格 職 薬 剤 師 13 9 7 6 5 1.8

警察行政職 警察行政 54 41 12 12 6 6.8

総 合 職 24 19 6 6 2 9.5
Ⅱ 種

警察事務職 38 32 12 10 5 6.4

身障選考 総 合 職 10 8 6 6 1 8.0

行 政 290 192 34 31 11 17.5

社 会 人 総 合 職 土 木 9 7 3 3 2 3.5

建 築 8 5 3 3 2 2.5

共同試験 総 合 職 土 木 29 20 3 3 2 10.0

Ａ(1)(男性) 361 279 151 140 58 4.8

Ａ(2)(男性) 154 98 41 41 15 6.5

警 察 官 Ａ(1)(女性) 62 46 32 31 9 5.1

Ａ(2)(女性) 31 17 11 11 3 5.7

B(男性) 184 145 89 88 35 4.1

B(女性) 43 31 24 23 5 6.2

※ 警察官試験は、警察本部において実施



（２）採用に係る選考

職務別の状況

部 局 知事部局 教育委員会 警察本部 計
職 （人） （人） （人） （人）

部長相当職 ２ ２

次長相当職 ２ ２

課長相当職 １ ４ ５

課 長 補 佐
１４ １４

相 当 職

係長相当職 １ ７ ８

係員相当職 １３ ３ ９ ２５

計 １９ ３ ３４ ５６

注)職員の任用に関する規則第８条に掲げる職への採用
（国、県及び市町村との人事交流による採用を含む。）

上記のうち、資格・免許や特定の知識・技能を必要とする職種別の状況

職 種 人 数 （人） 職 種 人 数 （人）

児童福祉司 ５ 司書 １

考古学技師 ３ 心理判定員 ２

水産 １ 文化財建造物技師 ２

美術工芸技術者 １

航空整備士 １ 情報処理技術職員 １

注)資格・免許や特定の知識・技能を必要とする職種で、試験を行っても十分な競争者が
得られないと認められる職への採用

（３）昇任に係る選考

職制 部 局 警察本部
上の段階 （人）

警視
警視相当職 ２２

警部
警部相当職 ４６

警部補
警部補相当職 ６７

巡査部長
巡査部長相当職 １００

計 ２３５

注)任用に関する規則第９条及び警察官の任用に関する規則第４条に基づく昇任



２．給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告の状況

【職員の給与等に関する報告及び勧告】
平成28年10月13日に県議会及び知事に対して、職員の給与等に関する報告及び勧告を行いました。

○ 給与勧告のポイント

月例給、ボーナスともに引上げ
① 公民較差（0.31％）を解消するため、給料表の水準を引き上げるとともに、給与制度

の総合的見直しにおける地域手当の支給割合を引上げ

② 期末手当・勤勉手当（ボーナス）を引上げ（0.10月分）、民間の支給状況等を踏まえ

勤勉手当に配分

給与制度の改正
配偶者に係る扶養手当の手当額を他の扶養親族と同額とし、子に係る手当額を引上げ

Ⅰ 給与の改定等
１ 本年の給与の改定

(1) 県職員の給与と民間給与との比較

本年５月から６月にかけて、企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の民間事業所302から

抽出した112事業所について、本年４月分の給与等の調査を実施（職種別民間給与実態調査）

① 月例給

公 民 較 差
特例条例

民間の給与 (Ａ) 職員の給与 (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ) (給与減額)
(Ａ) － (Ｂ) の 適 用

(Ｂ)

３７３,２３８円 １,１６７円 ０.３１ ％ 減 額 前
３７４,４０５円

３７２,２０３円 ２,２０２円 ０.５９ ％ 減 額 後

(注)１ 職員の給与は、行政職給料表適用者（平均年齢42.8歳､平均経験年数20.7年）で、諸手当

（扶養手当、地域手当、住居手当等）を含む。

２ 上段「減額前」は、特例条例による管理職に対する給与減額がないものとした場合の給与及び較差､

下段「減額後」は、特例条例による管理職に対する給与減額〔部・次長級は３％減、課長級・

校長は２％減、小規模長級は0.5％減〕により実際に支払われた給与及び較差

② 期末手当・勤勉手当(ボーナス)

民間の支給割合（4.31月）は、職員の支給月数（4.20月）を上回っている。

(注) 民間の支給割合は、平成27年８月から平成28年７月までにおける支給状況

(2) 給与改定の内容

① 給料表

人事院勧告に準拠することを基本に改定

・民間との間で相当の差が生じている初任給を引上げ（行政職給料表で1,500円）

若年層についても同程度の改定 （平均改定率0.2％）

② 地域手当

給与制度の総合的見直しにおいて平成29年度に予定していた引上げ改定の部分的前倒しによ

り、一律0.2％引上げ

③ 初任給調整手当

医療職給料表(一)の改定状況を勘案し所要の改定



④ 期末手当・勤勉手当（ボーナス）

民間の特別給の支給割合に見合うよう、支給月数を0.10月分引上げ 4.20月分→4.30月分

引上げ分は、民間の支給状況等を踏まえ、勤務実績に応じた給与を推進するため、勤勉手当に配分

一般職員の支給月数 ６月期 12月期

28年度 期末手当 1．225月 （支給済み） 1．375月 （改定なし）
勤勉手当 0．80 月 （支給済み） 0．90 月 （現行0．80月）

29年度 期末手当 1．225月 1．375月
以 降 勤勉手当 0．85 月 0．85 月

⑤ 改定の実施時期

・ 給料表、地域手当及び初任給調整手当：平成28年４月１日

・ 勤勉手当：平成28年12月１日

２ 配偶者及び子に係る扶養手当の見直し （平成29年４月１日から段階実施）

「手当の在り方」に係る国との均衡を重視し、以下のとおり見直し

・ 配偶者に係る手当額を他の扶養親族に係る手当額と同額まで減額し、子に係る手当額を引上げ

（配偶者及び父母等：6,500円、子：10,000円）

・ 本庁部長級（行政職給料表９級相当）の職員には、子以外の扶養親族に係る手当を支給しない。本

庁部次長級（行政職給料表８級相当）の職員には、子以外の扶養親族に係る手当を3,500円支給

・ 配偶者に係る手当額の減額は、受給者への影響をできるだけ少なくする観点から段階的に実施し、

それにより生じる原資を踏まえて、子に係る手当額の引上げを行うことが適切

３ 給与制度の総合的見直しとしての地域手当の引上げ改定
・ 給与制度の総合的見直しとしての地域手当の支給割合の引上げについては、給料表水準引下げと併

せて段階的に実施することとしており、給料表水準引下げの経過措置期間中に当初の予定時期より前

倒しで引き上げるかについては、原則として、その年の公民較差を踏まえて検討

４ 人事評価結果の給与への反映における仕事と家庭生活の両立支援制度の取扱い
・ 育児休業・育児のための部分休業・介護休暇により勤務しなかった時間がある場合であっても、昇

給・勤勉手当において直ちに不利にならないよう取り扱う

・ 人事院が本年勧告した介護時間制度と同様の制度を整備する際も、同様の取扱いが必要

Ⅱ 人事管理
１ ワーク・ライフ・バランスの必要性
・ ワーク・ライフ・バランスの実現は「職員個人」と「仕事」の双方に利点

２ 勤務環境の整備
(1) 総実勤務時間の短縮

・ ワーク・ライフ・バランスの実現のため、超過勤務の縮減と年次有給休暇等の取得促進の両面で

総実勤務時間の短縮に継続的に取り組まなければならない

・ 超過勤務の縮減は、第一義的には組織運営の問題であり、業務・職務の効率化も、まず組織全体

としての取組が求められる

(2) 柔軟で多様な働き方の推進

・ 国における本年４月からのフレックスタイム制及び週休日の特例を、適切な公務運営の確保に配

慮しながら導入することが適切だが、超過勤務が増加することがないよう十分に留意が必要

・ 場所や時間にとらわれない柔軟な働き方の実現に向けたテレワークの研究は、非常に有益



(3) 職員の健康管理

・ 職員が心身ともに健康であることは、ワーク・ライフ・バランスを推進する上で

極めて重要であり、大きな課題であるメンタルヘルス対策など、より実効性のある

取組が必要

・ 最も重要なことは健康障害を未然に防止することであり、その要因となり得る長

時間労働は是正しなければならず、その意味でも総実勤務時間の短縮は最重要課題

(4) その他勤務環境に関する課題

・ パワー・ハラスメントやセクシャル・ハラスメント等について、任命権者におい

ては、防止のための指針に基づき、管理職をはじめ職員への周知・啓発を図り、良

好な職場環境の確保に努めることが必要

・ 性的指向や性自認をからかいの対象とする言動等も、セクシャル・ハラスメント

に当たることに留意

・ 来年１月から事業主に義務づけられるマタニティ・ハラスメント防止措置につい

て、任命権者においては所要の措置を講じることが必要

３ 女性活躍と両立支援の推進

(1) 女性職員の活躍の推進

・ 女性職員の能力向上策、キャリア形成策、両立支援策を積極的に進め、特に男性

管理職の意識を高めることが必要

(2) 仕事と家庭生活の両立支援の推進

・ 人事院が本年勧告等をした育児及び介護のための制度について、同様の制度を整備する必要

・ 育児及び介護に関する制度が真に両立支援の効果を発揮できるようにするためには、制度利

用に対する心理的障壁を取り除くべく、代替職員の措置が必要不可欠

・ 「総実勤務時間数の短縮」により「誰もが働きやすい職場」を実現する「働き方改革」は両

立支援の意味でも極めて重要

・ 研修や人事配置等における配慮など、職員が勤務時間の減少が伴う制度を利用し

ながら活躍できる対策を講じることが必要

・ 性別による役割分担意識の払拭など意識面の改革も必要

４ 多様な人材の確保

・ 多様で優秀な人材の確保のため、県の施策や県職員として働くことの魅力、ワー

クライフ・バランスの実践例などを切れ目なく情報発信していくこと及び様々な受

験機会の確保が重要

・ 女性が活躍できる職場であることに重点を置いた広報活動を継続することが必要

５ 人材育成と人事評価制度

・ 人事評価制度を人材育成に活用するためには、適正な評価基準と評価者の評価能

力が極めて重要

・ 適正な人事評価や人事配置、研修等の総合的・計画的な人材育成に着実に取り組

むことが必要

６ 再任用職員の人事管理

・ 再任用職員の能力と経験を最大限に活かすため、行政事務の執行体制の再構築の上、

適所への人事配置が重要



７ 臨時又は非常勤職員の勤務条件

・ 臨時的任用職員について、実態を十分に踏まえながら、臨時的任用制度で可能な範

囲で、給与等適切な処遇の確保に努めていくことが必要

・

非常勤職員について、国においては、任用の安定化の観点から、期間業務職員制度が設けられており、

本県の現行の日日雇用職員制度について、任用の在り方、勤務条件等を検討していくことが

必要

Ⅲ 給与勧告制度の意義及び実施の要請

・ 人事委員会の給与勧告制度は、公務員の労働基本権が制約されていることの代償措置

であり、職員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与水準を維持・確保する手段

として重要な役割

・ 議会及び知事におかれては、給与勧告制度が果たしている意義や役割に深い理解を示

され、適正な給与を確保されるよう要請

・ 平成15年４月から実施されてきた特例条例による給与の減額措置は、管理職について

は引き続き実施されたままであり、速やかに本来の職員の給与水準が確保されるよう望

むもの

３．勤務条件に関する措置の要求の状況
平成２８年度における勤務条件に関する措置の要求の状況は、次のとおりである。

平成２７年度末 平 成 ２ ８ 年 度 平成２８年度末

区 分

係 属 件 数 要 求 件 数 終 結 件 数 係 属 件 数

任 用 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件

給 与 ０ ０ ０ ０

勤務時間･服務等 ０ ０ ０ ０

執務環境･厚生福利 ０ ０ ０ ０

そ の 他 ０ ０ ０ ０

計 ０ ０ ０ ０

上記終結件数の内訳

判 定

区 分 取下げ 打切り

却 下 棄 却 認 容

任 用 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件

給 与 ０ ０ ０ ０ ０

勤務時間･服務等 ０ ０ ０ ０ ０

執務環境･厚生福利 ０ ０ ０ ０ ０



そ の 他 ０ ０ ０ ０ ０

計 ０ ０ ０ ０ ０

４．不利益処分に関する審査請求の状況
平成２８年度における不利益処分に関する審査請求の状況は、次のとおりである。

平成２７年度末 平 成 ２ ８ 年 度 平成２８年度末

区 分

係 属 件 数 請 求 件 数 終 結 件 数 係 属 件 数

懲 戒 処 分 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件

分 限 処 分 ０ １ ０ １

そ の 他 ０ ０ ０ ０

計 ０ １ ０ １

上記終結件数の内訳

判 定

区 分 取下げ 打切り

却 下 棄 却 処分修正 処分取消

懲 戒 処 分 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件

分 限 処 分 ０ ０ ０ ０ ０ ０

そ の 他 ０ ０ ０ ０ ０ ０

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０
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